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企業合同の再編成と主管制度の漸進的廃止について

ベトナムの1994年来の国営セクター改革一一

はじめに

I l、イモイ！：！J1i1v）経消j近日システム

II ドイモイ卜のシステム転倒

凹企業（，［，i]U)II｝制成U）概安

IV 今［<1l<l)LIJ,(／干の必IIよ

V ノ~［11[U）改革の 11:JJ必 J，＇，（・日曜！越

はじめに

1994年以来，社会主義ベトナムのl五n：：；セクタ

ー改.＇1＇，は新たな段階に移行しつつある η すな

わち， l,i］年 3JJJス米，「企業合同J(lien hiep x1 

nghiep) （｝）再編成が実施されていることが，そ

れである 1

今In］の改革ω特徴は，前論 rir規制された市

場メカニズム』への移h ドイモイド（））Iii！営

セクター改革の過程・現状・課題 」（iI I J （灯、

卜「前論」と略，；G）が対象とした時期においては

先送りにされてきた「独占J 的大企業τ企業合

1・i]U）改革が日程に上った，という点にとどまら

なL'o今｜司υ）改.＇（，.（／）特徴は，さらに，この企業

合同ω再編成が，これも前諭が批判してやまな

かった， ドイモイドでも形態を転じて継続して

きた従来の経済運営システム二 I卜級機関と企

業との間の交配従属関係」（ii2 lfこ従う「規制 l

システム司今回の改革の表現を｛古りれば「主管

制度」を「漸進的に廃止すること l （））一環とし

て実施されている点にある。

2 

h 内
く

wnv

い十旬 雄

本論は，以上のように形芥しうる今回の改革

の内科・意味をn体的に明らかにするとともに，

そω問題点・課題を指摘しようとするものであ

るの同時に，本論は，前論ω叙述のうち，資料

的制約等ωためにやや不明解であった若「の部

分の叙述を補うものでもある m:11。

,1,二諭0）叙述は，したがって，以下のように展

開される。まず第 I節では，改めて従来の経済

運営システムの特徴金，次いで第II節では，今

回0）改単に至る以前のドイモイ下のシステム転

換，その－ .環としての国営セクター改革の棟相

色略述する。続く第四節，第W節では，今回

の企業合同の再編成の内容を概観（第III節）し

た後，今I口lの改革の意味について具体的に言及

する（第W節）。これを受け，最終章の第V節で

は，今~1］（｝）改革の問題点・課題を指摘する。

なお，前諭と同様，本論の叙述も，とくに国

営工業企業に比重をおいていることのほか，私

企業が相対的に大きな役割をはたすべトナム南

部 (IIIベトナム共和国）においてよりも，社会主

義セクターが支配的なベトナム北部（旧ベトナ

ム民主共和国）においていっそう妥吋するもの

であることを，予め確認しておきた L'o 

（／主1) 竹内部雄「「規制された巾ー場メカニスザム』へ

の移行 ドイモイドのllil常セクター改革の過程・現状

• ,i'J題 J （五島文雄・竹内郁雄編『社会i三義ベトナ

ムとドイモイ』アジア経済研’先所 1供同年所収） 65'～151 

lアジア主計斉n XXXVII 4 (1996.・1) 
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ページ。以ドのj主記では，竹内「『規制された市場メカ

ニスずム』一 ー」と略品。

(ii2) 竹内 Ir規制された市場メカ二ズム』 …」

7,1べージ。なお，この表現は， J・コルナイによる（コ

ルナイ・ヤーノシヱ r経済改革の可能性 ノ、ン:Jiリー

の経験と展望 」盛1H常夫編di¥ n波高店 1986-lf 

O～7べージ）。

(ii：り この点、は．特に本論第I節12），第II節 2Ji貞01

0）事足＆のほか，第IIilriO Ji主8を参!¥I.lo

なお，本論の執筆にあたり新たに検Mしたベトナム語

資料は， i：として1993年後lから1994年12けまでの Taρ

chi Cοng川 n［共産主義LZψ chi Kinh le va du hao 

l経済と F淵ll], Tapιhi Tai chinh l財政J, Taρchi 

Nghi仰 ιuukinh le ［経済研究J,I的4年 IIJから12/1

までの TapィhiI'hat I円enkinh le ［経済開発］に掲載

された閃述”命文である。

I ドイモイ以前の経済運営システム

前諭で

運営システムは’「l；級機関と企業との問の支

配従属関係」（今l"Iの改革の表現に従えば「i：管

制度」）に従う行政的な「規制l システムであ

った (n］）。ただし，国営企業 A 般を級った前諭

とは異なり，本論は， l五l営企業－ －－般を「企業合

l,ij」とそれ以外の「｜瓦常企業」とに区別してロ命

じ，同時に今同の改革に関連するかぎりで非同

常セクターにも，；－及するものである。したがっ

て，本論では， l；述の概念を以下のように補充

・拡大しておくことが適切であろう。

(I) ベトナム戦争時代の北部に端を発する上

述のシステムは，共産党「路線」二自立的な再午

産構造の形成を意lヌlした「積 l：業の優先発展」

を中心的事業とする「社会主義的工業化 j 路線

を逆行すべし各経済主体を所有由ーでつとめて

｜量有化・集団化し，その経営活動を計画化メカ

ニズムによって「規制J する集権的なシステム

企業｛；－1,,JOJ両編成と i作品IJ/在の漸進的！3tJI：に ＇）＼ 、て

であった。

ソ連型のシステムは，通常， 上級機関にこ

では計画、与局）が「部分的無矢II」u+2 ）－：：：：－経済状況

の全体に関する完壁な知識・情報を有しえない

ことからくる諸｜材難を同避するため， 上級機関

をトップとし企業を末端とする位階層システム

をとる（「集権」における『分散J)(ii：いっ実際，資

金両での支援を仰ぐIIJソ連また中同等の副会主

義諸国のシステムを機械的に適用した従来のシ

ステムは，党を頂点とし，その下に中央l自轄二

部門別管理（部門別省庁企業台｜司企業），地方

向治体管轄二地方別管理（地Jj白治体一地方合｜斗

企業）よりなるタテ割lりの管理系統を有して

きたわ

ところで，「部分的無知』をM避すべくとら

れるこの位階層システムは，結果として別種の

諸困難を必然的に牛今じさせる lit4 )0 本論に即し

ていえば，そこでは， 上級機関は，最大化基準

であるJI両を達成・超過達成するべく，通常，

部門別・業種別はもとより，究傾的には企業別

にまで及ぶ，ミクロレベルにおける直接的 I規

制 lを法令指標・物動メカニズムを通じて実施

してきた。こうした「上級機関と企業との聞の

支配従属関係」に従う「規制l システムの下、

l司常企業の自主権は著しく制限されるとともに，

システムの管理・規制も著しく煩雑化すること

になった。

他Ji，最大化基準がJH耐の達成・超過達成に

ある限り， 上級機関は，例えば，その実現が危

うい場hには，通常，「国民経済において主導

的役割を発揮する」 (ii5）国営企業，特に「優先発

展l すべき「重工業J 部門のそれに対しては，

ベトナム請でりすオ・カップJ(bao cap）と称さ

れるさまざまな優遇措置，欠損の補煩等を実施

3 
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しでもきたのしたがって，企業の経常活動は経

済的効率性の達成をt:if'J(_jとfるものではありえ

なかったのこうした同家の「j刷古i：義」一企業

の「ソフトな予算制約」mι）を通じて，システム

が元米内包干る「不足J 現象は内一牛J卒され，経

済全体の非効率性も助長されてきたliL7 l。

従来のシステムの欠陥・ Jf：効率性が以上のよ

うなものであったかぎり， ドイモイ fのシステ

ム転換にこでは「fli場経済化」）は，特に国営セ

クター改革については， 上j,j_，のミク口レベルに

おける「出制 lコ古II門別・業種別・企業月lj I規

制l」がし hかに縮小・悔止されてきたのか，なL' 

し企業自主権がいかに拡大されてきたωか，ま

た，企業（｝） 「ソフトな子算制約」 [EJ家υ）「温

↑青主主主 lがいカhに縮小．！発 l卜されてきたωか’

ないし企う：＇~（）） 経；守；I可動が経済（ド＇＇）交I｝＇李，｜

L 哨、に重制するに q~ つたのか’という観点から

評価しうるの自r1i1命の中心課題て、あったこのJ!.i.は司

本論でも第II節で簡潔に要約される。

(2) ところで， 上述の「背即の煩雑化」とい

う欠陥については，市場経済化によらずとも，

これを同避ずべく集権システムの枠内でさまざ

まなJj策がとられる場合があるの｜五l’日企業問の

l!J<_平的統合」（川村｝を基調とする「企業合同』一ト

ラスト Iiiリ）υ）形成（I！［権！における「UA1」Iii!Ol) 

は，「大規模化すなわち規模ω経済性」という

イデオロギーとも連動してとられる，そ（｝） h1衰

のひとつである lil'lI¥, 

実際，ベトナムU）企業台｜司も， 1978年の「企

業台｜司令」（Dieule lien hiep xi nghiep）の発令と

｜前後して， これ以来，（｜｜｜ソ連と同様（ii12））部門

別省庁の， Ii々 煩雑化する傘ドの［El常企業に対

する管理事務を削減すべく，勺技省庁の管理機

能 の什1を移行することを目的として設なされ

4 

てきた(iJ: l；り。換邑すれば，企業合同は，同一部

門・ %i挿ω相hに密接な関連を有する複数の国

常企業が「大規模化の趨勢」（傍点 事者）ま

た「長期的な出野」（註J,1）の下に提携する，それ自

体が法人格を有する「独占 I的大企業ではある

が，それ以 I：に，個々のl司営企業と l；級機関二

日II門日lj省庁との間に介在する行政的中間項，傘

ドの｜長J'ij企業にとっては「m:接の上級機関J で

もあってきた(ii'J5）。

企業合同が今｜旦lの改中：の直前Iこ見られる盗を

とり始めたのは， 1984年~のことである。すな

わち，同年lU-jの閣議決定 156号（以下 1156号

決定 l と略記）は，企業合同が（これもILiソ連と

同僚）全国的規模の「全｜封合同」として組織は

されたものの実際には機能してこなかったこと

に鑑み，全｜事｜を幾つかの地域に分割し，企業合

同を苛該地域ごとの部門別管理を伺う「地域別

合｜ιl」として設立・再編成すべきことを指示し

た(iUtil。この結果，企業合［ci］は，地域別合同と

して経済インフラ部門，具体的には建設，交通

運輸等の部門のほか，生産部門，また若干の流

通部門で広範に設立・再編成されることとなっ

たlil-17）。

このうち，生産部門における企業台同の主力

は，電力，伝炭，鉄鋼，セメン卜，またゴム，

コーヒーなどの業種であるが，これら，前4者

に代表される重工業ないし生産財生産部門の業

挿，後2者に代表される農業プランテーション

の業挿に属する国営企業の多くは，すでにドイ

モイ以前に地域別合同を志向するか，これへの

参加を終えていた（汁l制。

なお， 1－.述の 156号決定では，同時に，工業

基盤ωある符・都市（前者は日本の「都道府県J,

後者は l政令指定都市」に相当）が当該自治体規
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模での企業合同を組織することが許可されたこ

ともあり，以来，地方別管理における「地方合

同」も形成を開始した (ii］引）。

以上の点を強調すれば，要するに，上述の業

種の国営企業は，システム転換が加速されるに

至ったドイモイのまさに直前から，従米のシス

テムの枠内で，来るべき市場経済化の荒波を回

避すべくシステムの行政的中間項＝「独占」的

大企業である企業合同として設立・再編成され

てきたωである。

（注1) 竹内「『規制された市場メカニズム」……」

74ページ。以下の本節(I）の叙述も，断わりのないかぎり，

この竹内論文による。

(}t2) M・エルマン『社会主義計画経iX』佐藤経明

・中兼和津次訳岩波書店 1982年 80～88ページ。

（注3) 村上泰亮・熊谷尚夫・公文俊平『経済体制』

岩波禽店 1973年 42, :!92ページを参！！（｛。主た「「集権』

における Y分散』」については，同じく，1()～，11べージを

参加。

（注4) この点の詳細は，エルマン「社会主義一回…』

91～95ページを参照。

(i主5) たとえば， Dangcong san Viet Nam ［ベ

トナム共序党］，“Baocao chinh tri cua ban chap 

hanh trung uong Dang (khoa VI) tai Dai hoi dai 

bieu toan quoc Jan thu VII”［第7回党大会における

中央委員会総会（第6期）政治報告］.in Van kien Dai 

hoi dai hiw toan quoc Ian thu VII ［第7[111党大会文

献］ by Dang cong san Viet Nam (Hanoi Nha xuat 

ban Su that, 1991), p. 21. 

（法6) 「ソフトな予算制約」（「温情主義」）について

は， コルナイ「経済改奇互の可能性…・・」第 l～；1章／同

「「不足J U）政治経済学」民主旧常夫編訳 れ波書店 1984 

年第Iへ 2章，第6市／／竹内「「規制された市場メカ

ニズム」......J 72～76ページを，それぞれ参照。

（注7) ちなみに，非国営セクターについては， 一般

に負（）） Iソフトな予算制約i とでもいうべきもωが存在

してきたの

（注8) 「水平的統合」の概念については，今井賢ー

ほか r価格理論 III」岩波轡店 1972年 256ページを参

照。

企業合同の再編成と主管制度の漸進的廃止について

（注9) 「企業合同」については，エルマン『社会主

義ー・・』 70～T2ペーシ，またアレック・ノーヴ「ソ連の

経済システム』大町長久之輔・家本｜専牛・吉井品f主I沢

晃洋書房 1986年 82ページを参照。

（注10) 「「集権』における「集中」」については，村

上・熊谷・公文『経済体需1140～41ページを参照。

(i主11) エルマン「社会：主義…・； 108～109ペーシ。

（注12) 旧ソ連における企業i'¥'r,au）形成開始は， 197:{

年から。

（注13) Vien Nha nuoc va phap Juat Uy ban 

khoa hoc xa hoi Viet Nam ［ベトナム社会科学委i1 

会国家と法制指折］， Nhu昭川ndeρhap ly trong 

qwzn ly kinh le ［経済管理の法的議問題］ (Hanoi: Nha 

xuat ban Khoa hoc xa hoi, 1987), p. 99. 

（注14) Doi moi kinh te quoc doanh ［国営経済の刷

i折J(Hanoi: Nha xuat ban Su that, 1992), p. 183. 

（注15) こω文の叙述にあたっては以下を参照。刀01

moi kinh te quoc doanh, p. 182-184/Vien Nha nuoc 

va phap luat Uy ban khoa hoc xa hoi Viet Nam, 

Nhung van de phゆか目.., p. 116-119/Tran Anh 

Minh, Lz叫んinhte lrong kinh doanh va dau tu lヒ

シ主、スと投資ω経済iL、：］ (Ho chi minh: Nha xuat ban 

Thanh pho Ho Chi Minh, 1993), p. 75-77. 

（注16) Vien Nha nuoc va phap luat Uy ban 

khυa hoc xa hoi Viet Nam, Nhun/.{ uan de phaρl_v 

, p. 130 132. なお， ベトナムか企業合同の I'f:[J、｜

合［，；J」化に成功しなかったのは，本書によれば，そUl組

織化に必要とされる交通運輸能力カ可創立であること，流

通サービス組織とりわけ情報伝達網が未整備であること，

といった要因に起lkJしている。

（注17) ベトナムの部門別管珂がときに「部門別地I或

別管理」と形容されるのは，こうした事情による。した

がって，とくに生産部門における企業合同は「地蝿別合

同」として通常は多くの製造業を有する原料生産の中心

地の周辺に設宣されている （Doimoi kinh te quoc do・ 

anh, p. 184）。例と Lては，タイグエン鉄鋼コンヒナー

トや各種のセメント・プラン卜を挙げることができる。

（！主18) これに関連して，ベトナム共産党宣伝部中央

教行委員会編『ヘトナムの社会主義経済学』竹内仰雄訳

アジア経済研究所 1989年 132ページを参照。

（注19) Vien Nha nuoc va phλp luat Uy ban 

khoa hoc xa hoi Viet Nam, Nhung van de phaρly 

.. , p. 130. 
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II ドイモイドのシステム転換

今回の改革まで一一

績年の経済困難，その一同である従来のシス

テムの欠陥・非効率性から脱却すべく， 1979年

からの経済改革以来のシステム転換は， ドイモ

イに至って加速された。

ドイモイ下のシステム転換のポイントは，私

企業の経営活動と I巾会場J 0）存ffとが認知Iされ

るに至ったことである（注I）。別な言い方をすれ

ば，私企業だけでなく，社会主義セクター，特

に国営セクターに属する企業の経営活動もが，

従来とは異なり，そのミクロ的相互調整を「市

場」に委ねるべく転換を要詰されるにギったこ

と，そして，国家の役割払従来とは異なり，

「市場」で活動する，私企業も合む各所千1セク

ターに属する企業のすべてを対象とするマクロ

レベルの管理に特化するべく転換を要請される

に至った二と（往2），である。ちなみに， 4こで

は，開放経済化政策の推進とも関連して，党・

政府の「路線」における投資ω重点を従来の重

工業から農業・消費財・輸出品の生産へと転換

すべきことが主張されてもきたり

1 . 新 r規制」システムへの移行

(1) したがって，間営セクター改革は，特に

マクロ経済の安定化（財政赤字削減とインフレ沈

静化）との関連で，企業の「ソフトな予算制約」

国家の「温情主義」を是正すべく， l：述の上

級機関による企業のミクロレベルの経営活動に

対するl丘按（（］ 「規則l」を縮小・廃止すること，

二れに代えて各種ω 「市場」を形成し，その下

に企業の自主権を拡大するとともに上級機関の

「則制」をマクロレベルのそれへと限定するこ

6 

と，を課題としてきた（注3）。

これにより，同常企業は，企業に補給される

生産財（特に原材料三流動資産）・企業の生産物

双方の価格に給付されてきた財政補助金，また

金利の道ザヤを通じた金融補助金を削減すべく，

従来の法令指標＝物動メカニズムに従う経営部

分を縮小・廃止し，これに代わって形成を開始

した財市場，また土地・労働・資産（特に短期

金融）の各要素市場に従う経営部分を拡大して

きた1980年代末の時期を経て（改革の第 1段階入

91年末から「政府事業体」へと移行してきた（改

革の第2段階）。

この政府事業体とは，「国家が所有主として

設立し資金を投資し管理し」従来どおり法人格

を有するが，ただし他のセクターに属する企業

と同様「法の前に平等である」ほか，国家から

利用権をリースされた企業資産の「価値の維持

と増殖」を義務づけられた経営組織，つまり国

家に資本利用税を納入する，完全経済計算制に

従う国fj企業である（国家・国営企業閉じおける

実物資本市場の形成開始）。

同時に，ここでは，改革の第1段階の過程で

長期の経営不振に陥った企業については，「解

体」，すなわち他の国営企業との統廃合，一部

民営化（払い下げ），資産整理が図られてもきた。

こうした国営企業の「政府事業体」化と解体

とは，特に国営企業の財務状況を再点検し，要

件を充たす企業についてのみ存続を許可する，

いわゆる「再登録・再設立」運動と並行しつつ，

現在も進行中である。この結果， 1990年に約1

万2000を数えた国営企業数は，運動の第 1期が

終了した例年には約7500へと激減するに至って

しミる（法 4）。

さらに，ここでは，端緒についたばかりでは
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あるが，政府事業体の「新しい管理モテール」と

して，その「試験的株式化」も試みられてい

る。現在のそれは1992年6月からのものであり，

この過程では，株式の発行市場も財政省の「国

庫」の下に形成を開始している。

(2) 以 Lの，一般には「市場経済化l と理解

される過程は，しかし一方で、，従来の「t級機

関と企業との聞の行政的な支配従属関係」（エ主

管制度）に従う「規制 lシステムが形態を転じて

継続してきた過程でもあった。実際， 1五l常セク

ターのスタッフの雇用形態が「労働契約制度」

へと転じてきた改革過程にあっても，企業長は

なおかつ同家により「任命」されてきた(ii'5）。

具体的には，この過程は，第1に， 上級機関

が確かにミクロレベルの企業活動に対する直接

的「規制」から撤退し，企業が確かに「rTi場」

を利用するに至った一）j，上級機関が，従来の

法令指楳・物動メカニズムに代えて1980年代末

から強力に作用させてきた各種の規制用具によ

って，企業に対し，間接的にとはいえ，なおか

つ従来タイプの「規制l」を継続することを可能

とする，いわば従来とはいまひとつ別の「規制」

システムへの転換（コルナイのいう「直接の官僚

的調整から間接の官僚的調整」（注6）へω転換）とで

も形容しうる過程であってきた。

昨今のベトナムでは「悶家の管瑚の下での市

場メカニズム」（coche thi truong co su quan ly 

cua nha nuoc）（注7）と形容される新システムの

下，企業に対する規制用具として作用してきた

のは，経済安定化への寄与のみが強調される価

格・金融・税制等の各政策である。これらは，

マクロレベルにおける「規制」の名のドに，集

計概念としての「マクロ」レベルの規制用具と

してだけではなし部門別・業種別，究概的に

企業合同の再編成と主管制度の漸進的廃止について

は企業別に異なる度合いの価格・金利・税率等

を（最終的には） ＂十画交渉（ planbargaining）に

よって設定する，つまり，従来の部門別・業種

別・企業別「規制」を，形態を転じて継続させ

る規制用具としても機能してきた（注8）。

これら規制用具の差別的な性格は，特に税率

において顕著であり，そこでは，規定された部

門別・業種別（企業別）の税率とは別途の，例

外規定すら存在する（注9）。

ちなみに，これら規制用具を通じた差別的な

「規制」は，国営企業だけでなく， ドイモイ下

で部門別管理・地方別管理の軌道に入った私企

業をも含む，各所有セクターに属する企業ωす

べてに適用されてもきた（注10）。

この結果，企業の「ソフトな予算制約」＝国

家の「温情主義I も，顕著な削減を見た上述の

財政補助金また金融補助金とは別ωところで．

その縮小・廃止が不十分に留まるか新たな形で

再生産されており，したがって，財政赤字の削

減を不首尾なものにしている。

具体的には，企業に対し減価償却費のバラン

スシートへの計上を正しく実施させることが

なおかつ不首尾であることのほか（注11），企業の

I投資渇望症」が継続していることが挙げられ

る。この「投資渇望症」については，一方では，

従来のシステム下で普遍的であった企業の生産

財・財政投資資金の無心，結架としての「分散」

(chia phan. 「ソフト J な財政人生産財・投資資

金の「不足」の継続に見られるほか（この現象

は従来のシステム下の既得権益部門である建設・

機械部門では特に支配的である） 1/1121，新システム

トの新現象として，企業の金融街人の無心から

くる，生産財不足ではなく「資金不足」の発生

（「ソフト」な金融），結果としての企業債務の清

7 
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算の遅延に見られることなどが指摘しうる（注13）。

2. 企業合同改革の先送り

(1) 他面，この過程は，第2に， ドイモイの

直前に再編成された，従来の「上級機関と企業

との聞の支配従属関係J（＝主管制度）に従う「規

制」システムにおける，部門別管理・地方別管

理の行政的中間項＝「独占」的大企業である企

業合同の改革が先送りにされてきた過程でもあ

ってきたη

ドイモイの下，企業合同も， 1989｛下の新「企

業合同令」により，経営組織への脱皮が叫ばれ

てはきた。昨今はそれが「総公司」（tongcong 

ty：英訳は company）と呼称されることが多くな

ってきているのは，そのひとつの現われである。

とはいえ，その行政的中間項的性格は，依然支

配的であってきた。

すなわち，新企業合同令に従えば，企業合同

の行政的中間項としての機能は，傘下の国営企

業に対し，当該企業合同の計画のガイダンス，

ならびに法令指標・国家注文（注1,1)をドすこと，

傘ドの企業の経営計画を審査し，これら企業聞

の活動を調整すること，などにある。また企業

合同の事業・権限としては，①企業合同全体の

計l両を作成し計画達成を組織すること，②企業

合同の基本建設投資・生産発展の方針案を作成

し，新規プロジェクトの着工主となること，③

傘下の企業の生産の分業・調整を組織すること，

④科学技術研究を組織し，その成果を傘下の企

業に適用すること，⑤流通もしくは生産財補

給・生産物引き渡しを組織すること，などにあ

る(it)：，）。

こうした企業合同の機能，また事業・権限が

存在することにより，傘下の国営企業は，（従

来どおり）形式的には経済計算制に従う法人格

8 

を有する「経済主体」ではあるものの（注16)（「分

権的経済計算制」），その自主権は，なおかつ著

しく制限されてきた。

この点は，企業合同のー形態である「特殊合

同」において，さらに顕著であってきた。特殊

合同とは電力，航空，郵政，鉄道などの業種に

属する国営企業の間で組織されてきた企業合同

で，ここでは，技術・サービスに関連する傘下

の企業の自主権は相対的に乏しく，これら企業

は特殊合同の直銭的「規制」 ドにおかれ，その

生産経営活動はこの直接的「規制」に抵触しな

いかぎりで許可されてきたに過ぎない（注17）。

(2) これら企業合同二「独占」的大企業に代

表される重I：業部門ないし特に中央直轄の生産

財生産部門（以下「企業合同等」と略記）は，実

際，本節第l項(1）で略述した法令指標・物動メ

カニズムの縮小・廃止の過程にあっても，これ

に最後まで従ってきたが（鉄鋼，石炭，セメン

トなど），現在も従っている（篭カ）。また，新

「規制」システム下でも，投資の重点を農業・

消費財・輸r，品の生産へと転換すること杭稲わ

れてきたのとは裏腹に，上述の価格・金利・税

率等の規制用具によって，従来どおり，つまり

「車工業の優先発展」時代と同様の，差別的な

優遇措置が継続されてきた。

こうした企業合同等へのテコ入れ，換醤すれ

ば．その改革の遅れは，他の部門・業種と比べ

て市場経済下の「競争」を同避しえた，これら

部門・業種のドイモイ下での伸長の一因となっ

てはきたものの，他面，本節 1項（2）の末尾で指

摘した以外のところで，企業の「ソフトな予算

制約」二国家の「温情主義」を倍加させてもき

た。すなわち，これら「独占」的大企業におけ

る生産性を越える賃金の吊り上げ＝生産物価格
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の引き上げ，結果としてのサービス支出の増大

τ財政赤字削減の遅れ，がそれである（「ソフ

トJ な財政）。

企業合同の改革の先送りが国営セクター改革

全般に与えてきた否定的影響は，とりわけ現在

の改革の第2段階において顕著である。

この段階の改革の意｜ヌlのひとつは，そもそも

広義の「所有転換」を目指すことにより，従来

のシステムのさらなる縮小・廃，Lを閣ることに

あってきた。長らく主張されてきた「取締役会」

(hoi dong quan tri）の政府事業体への導入は，

なおかつ存在する上級機関（の直接担当者）と

企業（の企業長）との聞の支配従属関係にくさ

びを打ち込もうとするものであるし，とりわけ

試験的株式化は，この点に関するかぎり，それ

を直接に志向する抗置でもある。

しかし，ここでも，企業合同それ自体の「再

登録・再設立J 運動，したがってその「政府事

業体」化もしくは解体は，一般の国営企業とは

異なり，先送りにされてきた悦18）。また試験的

株式化についても，企業合同等に代表される

「大企業，重要な企業」はその適用のリストか

ら除外されてきた(ii19）。この結果，上述のよう

に国営企業総数は解体を通じて数の上では激減

したとはいえ，解体を決定された4500の企業の

資産ストック総額の国営セクター全体に占める

割合は，わずか3.7 ~·λ にしか過ぎない (it.20）。ま

た，試験的株式化にしても， 1994年後半現在，

その実施を申請した国営企業総数はわずか20あ

まり，それを実際に実施した企業は 2企業のみ

で、ある（注21）。

換言すれば，解体と試験的株式化とがこうし

た低水準に留まってきたのは，確かに一因が資

本市場また株式市場の未整備という技術的な問

11'業合同の再編成と主管制l][(fO）漸進的附ILについて

題に帰されるものであるとはいえ， ‘ Jiでは，

企業合同等の上級機関である部門別省庁ないし

地方自治体が企業合同等の所有転換に対して，

他方では行政的中間項＝傘下の企業にとっての

「直接の上級機関」である企業合同自体が傘下

の企業の所有転換に対して，首を縦にふらずに

きたことの結果なのである。

3. 「規制」システムの縮小・企業合同の改

革の必要性

以上，われわれは， ドイモイドのシステム転

換の一環として進められてきた国営セクター改

革の様相を今回の改革の直前までの時期につい

てフォローしてきた。

そこでは， ドイモイにおける市場経済化の急

速な進展という俗説とは裏腹に，こと困営セク

ター改車に関するかぎり，従来の「上級機関と

企業とω間の支配従属関係 I （二七行制度）に従

う「規制」システムが，部門別・業種別・企業

別「規制」の価格・金利・税率等の各種規制用

具を通じた継続に見られるように，形態を転じ

て継続してきたこと，加えて，この従来のシス

テムの重要な一部分である企業合同等の改革も

先送りにされてきたこと，この結果， ドイモイ

ドの市場経済化のみならず，所有転換，さらに

は投資戦略の転換にも否定的影響を与えてきた

こと，が理解されたことと思う。

システム転換全体がこのように不首尾に留ま

ってきたのは，根本的には，社会主義ベトナム

がなおかつ有するイデオロギー的な要因，すな

わち， 「市場」は元来無政府性を招来する不安

定なシステムであり，経済主体への「規制」は

（それを「簡素化」すべくとられる経済主体の大規

模化合「企業合同」化をも含めて）娃であるとい

う発想，その現象形態としての共産党「路線」

9 
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の存在に帰されるべきものではあろう。

ただ，より現実に即していえば，吋のベトナ

ムが，開発途上国である以上，何らかの経済開

発戦略の存在をなおかつ必要としている「同民

経済」である，という事情も酌損されなければ

ならない。事実，そこでは，共産党「路線」は

一種の「工業化』二「経済開発」路線そのもので

あり，この共産党政権の存続を与件とした工業

化二経済開発の遂行がドイモイにあっても依然

第一義であってきた以上，確かにシステム転換

もこれによって規定されざるをえない様相を携

えてはきたのである世出。実際，新「規制」シ

ステムドでも優遇措置を継続されてきた重工業

ないし生産財生産部門に属する企業合同等の一」

却は，ベトナムにとっては工業化二経済開発に

必要な経済インフラの建設に係わる部門・業種

でもある。

しかし，部門別・業種月lj•企業別「規制」の

継続にこでは重工業ないし生産財生産部門に対

する優遇措置の継続）は，同時に，フォローして

きた時期が経済安定化の達成に集中せざるをえ

なかったという事情，換i託すれば， 工業化＝経

済開発においてテコ人れすべき業種（産業）の

具体的な選定ァターゲティングを後回しにせざ

るをえなかったという事情も手伝って，結果と

して，従来の「重工．業の優先発展」時代の既得

権益業極でありf見在の開放経済下の構造不況業

種である，建設・機械といった（その多くがま

た企業合同等である）業種に属する企業の改革を

もいたずらに遅らせてきた，という事実も看過

するわけにはいかなL'0 1991年 6けの共産党第

7岡大会以来，ベトナムでは，いかなる産業の

企業をいかなる方式で所有転換してゆくかに関

する議論が試みられてはきた。しかし，この所

10 

有転換の具体的なリストの作成も，企業合同等

の「大企業，電要な企業」の改革が先送りにさ

れてきた事情の下では，進展のしょうがなかっ

たのである。

1994年 1nに開催された共産党全国協議会の

決議は，経済の安定化が達成されたことを受け，

「工業化・近代化」路線を改めて設定した。

したがって， 1-F.I常セクター改革は，経済的な

観点に従えば，現在，各国常企業のさらなる市

場経済化を基礎に，政府の役割を経済安定化に

代表されるマクロレベルの「規制l]J へと真に特

化してゆく一方， ミクロレベルの「規制l」につ

いては，市場環境の整備は当然として，工業化

二経済開発において具体的な選定が必要とされ

るターゲテインクe産業に係わるそれをも含めて，

究極的には「市場の失敗」に関連する分野に極

力限定してゆくことを課題としているといえよ

う（出3）。具体的には，「規制」方法の転換，す

なわち現在の部門別・業種別・企業別「規制」

を，その標準化を基礎として縮小ないし必要部

門・業種のみに限定してゆくこと，これを基礎

として，改革を企業合同等にも及ぽしてゆくこ

とを急務としているのである。

この場合，企業合同は，現在は「干IJ潤最大

化」基準からはほど遠いとはいえ，述べてきた

ように元来が「独市J 的大企業である（注24）。し

たがって，市場経済化のさらなる推進の下でも，

その優良企業部分に対する規制緩和は当然のこ

とながら，政府による何らかの「規制」が必要

とされる部分が確かに存在する。「公共財」的

色彩の強いもω （！述の「臼然独占」である可能

'ttも強い経済インフラに係わる部分をも含む）は，

その最たるものであろう。ただし，これ以外の，

特に生産分野の企業合同等に対する政府の保護
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は，基本的には「動学的外部経済」に係わる部

分，ターゲティング±工業化戦略との関連では，

例えば，幼稚産業，そのうち，いわゆる「規模

の経済’性」を発揮しうる部門・業種で近い将来

に同際競争力を有しうる部分等に極力限定され

てゆくことなどが考えられるであろう。

（注1) 本ベラグラフに関連して，竹内郁雄「ドイモ

イ下のベトナムの国営企業」（「アジア経済』第33巻第3

号 1992年3月） 5ページをも参照されたLh。

（注2) この点に閲する重要な政令として， “Nghi 

dinh so 196-HDBT ngay 11-12伊 89cua HDBT quy 

dinh nhiem vu quyen han va trach nhiem quan ly 

nha nuoc cua cac bo" ［各行政省frの国家管理の権限

と責任とに係わる業務の規定に関する89年12月11ll付閣

議議定196号J,in Nhung quy dinh moi sua doi va bo 

sung qu戸Jdinh 217 HDBT ［閣議決定21n；，これ

を補充改訂した新規定］ (Hanoi: Nha xuat ban Su 

that, Uy ban Ke hoach nha nuoc, 1990), pp. 281停泊9,

を挙げることができる。

（注3) 以下の本項ω叙述は，断わりのないかぎり，

竹内「「規制された市場メカニズム」......」を参照。

（注4) Le Dang Doanh，“Doi moi kinh te thanh 

tuu va trien vongい L経済のドイモイ 成果と展望］，

in Co mot Viet Nam nhu the ［これがベトナムだ］

(Hanoi: Nha xuat ban chinh tri quoc gia < Viet 

nam> Con巨 tyTruyen thong va xuat ban ISHOU 

くSingapore>,1995), p“156目

（注5) すなわち「第13条．企業長は，企業内の党委

員会の意見と従業員の投票とを参考に，上級機関によっ

て任命される。・…一J（“Dieu le xi nghiep cong nghiep 

quoc doanh <Ban hanh kem theo Nghi dinh so 

50 HDBT ngay 22 3 1988 cua Hoi Dong Bo Tru-

ong＞”［国営工業企業令＜1988年3月22日付け閣議議

定50号に添付＞J, in Nhung quy dinh moi ... , p. 57）。

（注6) コルナイ『経済改革の可能性」 7ページc

（注7) 例えば， Dangcong san Viet Nam, Van 

kien ... , p. 21. 

（注8) なお， ttl"lrr槻制された市場メカニズム』

…」では，ベトナムの論者がこの部門別・業績別・企

業別「規制」をマクロ「規制」に含める場合が多いため，

「マクロレベルで問擬的に規制するー..J とLhう表現を

企業01,;Jの再編成と主管制度の漸進的廃11について

多用したが，これは，事実上「サプ・ミクロ」規制とで

も呼ぶべきものである（コルナイは「メゾ（meso）政策J

と述べている。コルナイ「経済改ー革の可能性』 53ペー

ジ）。したがって，本論では本ノfラグラフに見られる叙

述を用いている。

（注9) さらに，国営企業からの利潤税の徴収は，現

在，予め定められた利潤額を企業に請け負わせる「請負」

制に従うケースが普遍的である以上．実際には従来のシ

ステム卜での「手lj潤搾｜徐j 制度から未だ脱却するに至っ

ていなし、と言える（竹内「『規制された市場メカニズ

ム」……」 144ページ）。ドイモイ下のシステム転換を，

コルナイを援用して，「し＇ま一つ別の r規制』システム

への転換とでも形谷しうる」とする理由は，こうした点

にある。なお，この点に関連して，コルナイ r経済改革

の可能性」 24～26,53～54, 143～144ページを，また感

田常夫『体制l転換の経済学』新世社 1鈎Mr104～107 

ページを参照されたい。

（注10) 税率については，竹内「「規制された市場メ

カニズム』……J 98ページ。金利についても， 1992年6

月より平等化の方向にある。

（注11) ｜幽述の国常企業の「政府事業体」化の目的の

一つは，まさにこの点の是正におかれている（竹内「『規

制された市場メカニズム』…・・」 105～107,111ページ）。

（注12) 向上論文 102ページ/NguyenVan Quang, 

“Ve viec huy dong va su dung von cua cac doanh 

nghiep nha nuoc”［政府事業体の資金の調達と利用に

ついてJ,Tap chi Kinh te va du bao, May 1994, p. 7. 

（注B) 1993年3Jjまでに終fするとされた債務返済

運動の第2段階は， 1995年初頭においても，米だ終了し

ていなp。

（注14) 「国家注文」の概念，問題点については，竹

内「ドイモイ下のベトナム……J 9～10ページ参照。

（注目） Tran Anh Minh, L即 tkinh te ... , pp. 76 

77. 

（注16) Ibid., p. 76. 

（注17) Ibid., pp. 81山 82.

（注目） Le Xuan Trinh，“Nhung yeu cau trong 

qua trinh chan chinh va to chuc lai kinh te quoc 

doanh”［国営経済のリストラと再編成の過程における

諸要求J,Tap chi Kink te va du bao, June 1992, pp目

1-2, 21.政府事業体」般についても，再登録・再設立

を実施する際の基準のひとつが法定資金額＝規模の大小

におかれていた（竹内「『規制された市場メカニズム』

II 
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ぃ・」 116ページ）。したがって，この時期の政府事業体

一般の再登録・再設立は，企業合［nJの「経営集団」化の

基準ωひとつをそω規模の大小におく今回の改革ω！前

哨戦J であったともいえよう。

(i主19) 「株式化」される企業についても，労働集約

型産業よりも資本集約型産業（般には重 E業）に属す

る企業において凶家の持ち株比率が高まることが怠阿さ

れていた（竹内「「規制された市場メカニズム」 ・・」

120～121ページ）。

（注20) Le Dang Doanh.“Doi moi kinh te 

p. 156 

（注21) Vo Minh Dieu，“Ban ve giai phap co 

phan hoa doanh nghiep nha nuoc”l政府事業体の株

式化の方策を諭ず］， Tα，p chi Tai chinh, Sept. 1994. 

p. 16. 

（注22) ソi豊明の経済運営システムが電工業の優先発

展を第一義におく r業化経済開発の推進と常持に連関

しつつ形成されたものであることは常識であり（例えば，

G・ポッ 77「スヂーリン十義とはなにか」坂井信義副

大月書店 1983年 104～120ページを参M(il，この点に

ついては， mr節(1）でもよ｛及しておいたむヨルナイも，

企業の「ソフトな子算制約J がその「投資渇望症」にl白一

結するこωシステムと「強制成長J との密接な連関性を

指摘している（コルナイ「経済改革の1-1J白計七 54ペーシ）。

こうした観点に従えば，開発途上にあるベトナムが， ド

イモイ下でも従来の！規制」システムを完全には払拭し

切れずにいることは，部分的にはやむをえないことであ

る，とし、えようれ

<il:23) こうした観点は， 山1F・世銀モデルを持ち

t1lさずとも， ミクロ経消学の立場からは常識がJなもので

あろう。

（注24) なお，以ドω叙述ω詳細は．竹内「『規制さ

れた市場メカニズム』....・1149～151ページの注(180)

にまとめであるけ

皿 企業合同の再編成の概要

一一9Ft決定

わち，従来先送りにされてきた企業合同の再登

録・再設立を実施すること，その過程で企業

合同の若fを母体に (if,2）「経営集同」（tap<loan 

kinh doanh）を試験的に設立すること，である。

今凶の企業合同の再編成は， 91サ決定が，前

節第 l項(1）で触れた国営企業一般の「再登録・

再設立 l運動が新しい段階に移行することを指

示したのを受け，その一白lとして実施が要請さ

れるにギったものではある（it3）。ただし，今回

の改lp：それ自体の目標は， 1994年 1月の党全国

協議会の決議において，すでに提示されていた。

すなわち，「企業合同・総公司を，その行政的

中間項的性格を克服し経営集団を組織する方向

に従って刷新すること」により，同協議会決議

が設定した「工業化・近代化」路線との関連で

I経済開発の要請にLじえること」UH），これを

「主骨行庁制度・主管行政レベル，中央直轄企

業と地方自治体管轄企業との区別を漸進的に廃

止すること J(if' 5 Iと連動させて実施すること（／Hil, 

であるρ

要するに，今回の改革の合意は企業合［JJの再

編成を「主管制度」二「上級機関と企業との聞の

支配従属関係」に従う「規制」システムを「漸

進的に廃止すること」の→環として実施するこ

とにあり，前節0）末尾で示したわれわれの観点

に照らしてみても，それが指示されるに至った

こと自体に意義がある，といいうるのである。

以下の本節では， 9IB-決定が指示した企業合

同の再編成の概要を，関連報道にも丙及しつつ

概観する。

(1) まず，今ILI!O）改革の基本である企業合同

1994年 3Jj，首相決定91号（以下「91月一決定」 υ）再登録・再編成について（117l。

と略記）は，企業合同の再編成を指示した（汁 11。 再登録・再設立されうる企業合同が充たすべ

今｜口lの企業合同の再編成の内容は 2つ，すな き要件の第 lは，それが政府事業体であること，

I2 
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である (rl8）。したがって，ここでは，再登録・

再設立された企業台同は，前節第 I項（1)で述べ

た， l両家から企業資産の利用権をリースされ，

この利用権に対する資本利用税を納入する二完

全経済計拝制に従う固有企業である。

要件の第2は，それが5企業以上の企業で構

成される経常組織であること，である。これら

の企業は「技術・技能，財政，開発投資プログ

ラムの面」で，また「生産財補給，生産物運輸，

生産物引き渡しなどのサービス，また通信，訓

練などの面 I で「If:~ ＇に常接に連関」して経営

活動を営むIii9）。

要件の第3は，従米の企業合同と比べて，資

本規模が引き上げられたこと，であるのすなわ

ち，再登録・再設立されうる企業台｜司の最低法定

資金額は，前節第2項（1)で触れた特殊合lciJのそ

れが1000億｜／であるという例外を除き，すべて

5000億＇＞とされることになった。

これ以外の要件としては， FS二ブィジビリ

ティー・スタディーを実施すること，適切な管

理職・スタッフを配置することのほか，会A制

度として，従来の分権的経済計算制（前節 2項

(1)を参照）に加え，「集権的経済計算制Jを採用

しうるとされたこと，である (ill(））。集権的経済

計算制は，これを採用する企業合同が唯一 Aのバ

ランスシートを有する制度であるから，、＇ :1該企

業fr同ω傘卜の企業がその財政自主権を上級機

関である企業合同に引き渡すこと，すなわち

「経済主体」の地位を喪失することを意味して

いる。

上述の！要件を充たすことを要求される企業合

同の再登録・再設立の分類の方針は，以下のと

おりである。すなわち，①真に効率的に活動し

｜一述の要件を充たす企業合同は，再登録・再設

企業frl,;Joi再編成と l管制度の漸進的廃＂について

立を.i午uJされること，②効率的ではないが維持

する必要のある企業合同は，当面，リストラを

実施し上述の要件を充たすべく強化すること，

③これ以外の企業合同で行政的中間項的性格を

有する単位は，企業合同から I国営企業へと転

換するか，他の企業合同と統廃合するか，解体

すること，である什lIll。

(2) 他方，経営集団の充たすべき要件は，そ

れが企業合同の若干を母体に「試験的に設立」

されるものであるかぎり，上述の企業合同の充

たすべき要件を部分的には共有してはいるもの

の，以トーの点について企業合同とは異なってい

る。

第 1に，経常集同を構成する企業の数が，企

業台｜口lの「 5企業以上」よりもさらに多い，「7

企業以上」であるとされたこと，である。第2

に，その最低法定資金額も，企業合同よりさら

に大きし 1兆 I＂とされたこと，である。以上

の点からもわかるように，経常集団は再登録・

再設立される企業合同以上に大規模な経営組織

である。

企業合同の充たすべき要件と比較した場合，

加えられた「要件」としてこれ以外に重要なの

は，傘下の企業は財政面で、提携するとされてい

ること，具体的には，経営集団においては，

①白らが資金を調達し融資する，メインパンク

とでも呼びうる「金融機関」を設置すること，

②多部門聞の経常活動を行なうこと（従来，企

業台｜司は. .＇；－！）門別管理ないし地方別管理に従う

限り，原則として I部門・ 1業種に携わってきた）

が認知されたこと，

である (ij]2）。さらにベトナムの論者の見解として，

③この経営集団は，国家が経済・経済主体を管

理する「規制用具」のひとつであると規定さ

13 
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れていること，

を加えることができる（注目）。とω点と関連して

であろう， 91号決定は，経営集団に設置される

取締役会の成員（ 7～9名）については，首相が

これを「任命する」，としている（注14）。

他方， 91号決定は，経営集団のみについて，

その試験的設立の「日的」として次の 4点を挙

げてもいる惜15）。順に記せば，

①「集積・集中」（資本規模の拡大ないし合併（世16))

を，また「国際競争の可能’性」を「促進する

こと」，

②上述の党全国協議会決議の掲げた目標と同様，

「主管官庁制度・主管行政レベル，中央直轄

企業と地万自治体管轄企業という区別を漸進

的に廃止すること J,

③「あらゆるセクターに属する企業に対する国

家の管理の役割を強化すること」，

④「経済効率を向上させること」，

である。

以上のような「要件」，「目的」を有する経営

集団は，上述の企業合同の再登録・再設立の過

程と並行して，当面，中央直轄のレベルでは，

若干の部門別省庁に属する「集団」として，ま

た地方自治体管轄のレベルでは，特にホーチミ

ン市管轄の「集団」として，「試験的に設立」

されうる。

(3) 今同の企業合同の再登録・再設立，経営

集団の試験的設立を担当する主管官庁は，国家

計画委員会である。また財政省は，これらの経

済計算制の指導，国家がリースする資金の検査

などを指導する（注17)。

企業合同の再登録・再設立の具体的な日程は，

まず， 1994年の 4月までに，本項（1)で示した分

類方針に従って企業合同を分頬すること，次い

14 

で，この結果，問分類方針の①に分類された企

業合同は， 94年9月までに，また②に分類され

たそれは， 94年12月までに，それぞれ再設立を

終えること，である。他方，③に分類された企

業合同については， 1995年 9Hまでに，本項(l)

で示した 1国営企業への移行，統廃合，解体と

いう 3つのうちのいず、れかに従って処理される，

とされている（注）8）。

この企業合同の再登録・再設立の実際の進展

状況については，本論執筆中の現在， i同々の企

業合同に関する散発的な報道のみが入手しうる

という状況であるため，ここでは，残念ながら

その実施の可否をポすことはできなし lo これに

対し経営集団の方は，いくつかの報道から，例

えば，中央直轄のレベルでは， 1995年5月まで

に，電力，石炭，鉄鋼，セメント，ゴム，コー

ヒーなど（第I節（2）を参照），また石油・ガス，

海運，航空，郵政，繊維，タバコ，食糧・食品，

製紙といった業穏が，すでに「経営集団I 化の

設立登記を済ませたことが確認されているほ

か（注目），地方レベル＝ホーチミン市では，遅く

とも94年半ばまでに，「サイゴン交易集団」（tap

doan thuong mai Sai Gon.市商務委員会管轄）

なる交易・サービスを担当する経営集団を設立

することが検討されている惜20）。

（注l) 91号決定の概要は，八Than印刷人民］， Mar 

18 1994 

（注2) Tran Ngoc Trang, ＇‘Tiep tuc doi moi 

quan ly cac doanh nghiep nha nuoc”［政府事業体の

管理ω刷新を継続しよう］, Tap chi Kinh tc 川 dubau, 

June 1994, p目 4を参照。

（注3) 91号決定は，国営企業立政府事業体一般の再

登録・再設立の継続については，これを，①経常が黒字

である事業体，②黒字でないか赤字であっても国民経済

において重要な位憧を占める事業体，③存在する可能性

．発展する可能性のない事業体のすべてに適用すること，
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また，新規に設立される事業体については， 1994年3月

以降，その法定資金額を同一部門・業鍾に！局する有限会

社の少なくとも 5倍に引き上げること，心：どを指示して

いる （NhanDan, Mar. 18, 1994Lな.t；，後者の点に関

連して，本論第II節の注目を参照された＇＇ u

（注4) "Bao cao chinh tri cua ban chap hanh 

trung uong Dang tai Hoi ngbi dai bieu loan quoc 

giua nhiern ky cua Dang”L党全国協議会における中

央委員会政治報／rJ. Tapィ・hiCo，収san.Feb. 199,1. p 

18 

(i主5) Ibid. 

(i-E 6) Tran Ngoc Trang, ＇‘Tiep tuc sap xcp va 

doi moi quan ly doanh nghi叩 nhanuoc”［政附事業

体の移用と符環の刷新とを継続しようJ' T,ゅ ιhiKinh 

le叩 dubao, Jan. 1994, p. 9を参照。

(i主7) 以下ω本章のお心主は，断わりのないかぎり，

Nlum I加n,Mar. 18, 1994を参照》

（注8）“Quyetdinh sap xep doanh nghiep nha 

nuoc, va thi diem thanh lap tap doan kinh doanh” 

｜政府事業体ω整理，経営集団の試験的設。：に関する決

定についてJ.nψchi Plwt trien kinh te, July 1994, 

p. 54. 

(it 9) Ibid. 

（注IO) Ibid. 

(i主11) Ibid., pp. 54 55. 

（注12) 以下を：参照。 TranNgoc Trang.“Tiep tuc 

doi rnoi quan ly ，” p. 4/Dinh Son Hung，“Ve 

su hinh thanh tap doan kinh te o VN”［ベトナムに

おける経済集団の形成について］， Tap chi ?hat trien 

kinh le,, July 1994, p. 5 

(r主13) Dinh Son Hung，“Ve su hinh thanh 

p. 5. 

（作14) Ibid.また，“Quyetdinh sap xep doanh 

nghiep J’p. 55. 

（注15) 本パラグラフの叙述は，以卜を参照0 Nhan 

Dan, Mar. 18. 1994/Dinh Son Hung，“Ve su hinh 

thanh J’p. 5 

（注16) マルクス主義経済学の概念である「集荷」が

「資本規模の拡大J，同じく「集中」が「f7併」を意味

することについては，例えば，都留重；人編『岩波経済学

小辞典』お波書店 146～147ページの「資本の集街・資

本の集中」の項を参照。

(i主17）“Quyetdinh sap xep doanh nghiep . ，＇’ 

企業fi-li日！の再編成と主管制度の漸進的廃止について

p. 55.なお，国家計幽委員会は.1995年末に計画・投資

省へと改組された。

(i主18）“Quyetdinh sap xep doanh nghiep 

(il:J9) 「日本経済新聞』 1995年5月25日（朝刊）。

（注20）“Vainet ve de an tap doan thuong ma1 

Sai Gon" ［サイゴン交易集聞のマスタープランの特徴］，

Tゆ chi!'hat trien kinh le, July 1994, pp. 2'2 Z:l. 

N 今回の改革U）怠昧

1. 改革の最大公約数的な意義

( l) 今阿の改革の最大公約数的な意義は，改

めて党全国協議会決議の提示した「円標」に即

していえば，「主管制度」を「漸進的に廃止す

ること Iの一環として，企業合同の経営組織的

性格を強化することにある。

この点は，今同の改革の一部である，企業合

同の丙登録・両設立の主骨を省みることにより

再確認することができる。前節(1）で示した，個

々の企業合同の「政府事業体」化を通じた自主

権の拡大，また全企業合同の分類を通じた「行

政的中間項的性格を有する」企業合同の整理は，

確かに企業合［，：；Jの経営組織的性格の強化につな

がるからである。他面，このことは，企業合同

が「主管制度」二「上級機関と企業との聞の支配

従属関係」に従う「規制」システムの重要な一

部分であってきたかぎり，最も抽象的な意味に

おいて，確かにその「漸進的廃止」とも連関し

てし＇る。

この文脈に即していえば，企業合同の若干を

母体として試験的に設立される経営集団は， 91

号決定が経常集団の「要件」のひとつとして掲

げた「白らが資金を調達し融資しうる金融機関

を設置すること」により，再登録・再設立され

る企業合同以上に経営組織的性格を有すること

Iラ
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が展望されている組織である，といいうる。

第II節第2項（2）でも触れたとおり，企業合同

は従来の改革過程でも最後まで法令指標・物動

メカニズムに従ってきたものが多く，新「規制」

システムに従ってきた企業合同についても，特

に生産部門のそれは，国立銀行を通じて，融資

ではなく財政資金の再分配を継続されてきたの

が実情である（注l）。上述の「金融機関」が真に

独立採算制に従う機関たりうるのであれば，こ

れにより，企業の「ソフトな予算制約」（二国家

の「温4情主義」。ここでは「ソフト」な財政と「ソフ

ト」な金融）のさらなる縮小・膳止が期待されえ

よう。経営集団の有するこの側面を強調しうる

とすれば，党全国協議会の決議が「経営集団」

化を企業合同の刷新の「方Ji',j』として訴えたこ

ともあり，今後，少なからぬ企業合同が「経営

集団」化することも予想される。

(2) 今回の改革の意義のひとつとして敷術し

ておきたいのは，従来遅れてきた国営企業全体

の所有転換リストの作成に関する議論が， 91号

決定の発令と前後して，以来，一歩具体化され

つつあることである。

現在，これに関するベトナムの論者の最大公

約数的なところはm刊④「大企業，重要な企

業」は，企業合同として国千1ーを維持すること，

このうち資本金額の大きいものは，政府二閣僚

会議の直接指導下におき，経営集団とすること

（論者の中には，経営集団を約300の大企業を基礎

に形成すべし，と主娠する者もある） (!t3），②また，

国防・治安，公共サービスなど「公共財」的色

彩の強い財を生産する企業も，やはり国有を維

持すべきこと，③これ以外の政府事業体＝国営

企業は，「所有形態の多様化」，すなわち請負，

株式化，統廃合，解体，払い下げ等を実施する

16 

こと，というものである。

要するに， 91号決定の発令以来，国営企業は

企業合同・経営集団と「公共財」生産部門以外

はすべて何らかの所有転換の対象とされるべき

であるという意見が，この問題に関する議論に

おける支配的な見解となりつつある。

所有転挽の諸形態のうち，党・政府がその推

進を最も期待しているのは「株式化J である。

1994年l月の党全国協議会の決議も，同営セク

ターの現在の諸欠陥を列挙した後，続いて「資

金調達を増加させ，力を創出し，否定的現象を

姐み，政府事業体の経営の効率化を促進するた

めには」 「各種の株式化の形態を実現する必要

がある」と述べている惟4）。

2. 中央・地方の区別の廃止と企業合同の

『経営集団」化

ところで，党全国協議会決議が「円標J とし

て掲げる「主管制度」の「漸進的廃止」の意味

は，今回の改革に関するかぎり，部門別・業種

別・企業別「規制」ないし企業の「ソフトな予

算制約」二国家の「温情主義」に現われるよう

な「上級機関と企業との聞の支配従属関係」の

「漸進的廃止」を直接に狙ったものであるとい

うよりも，むしろ，わけでも「中央直轄企業と

地方自治体管轄企業という区別を……廃止する

こと」（傍点一一筆者），これを通じて従来の企業

合同の「経営集団」化を促進することそれ自体

におかれている，といいうる。試験的に設立さ

れる経営集団は，この結果，単なる経営組織で

はなく，党全国協議会決議の掲げるいまひとつ

の「日標 lである「経済開発の要請に応える」

経営組織たりうるのである。

この点は，第III節（2）で触れた， 91号決定が掲

げる経営集団を試験的に設立する「目的」のう
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ちの（④は当然として）最初の 3点（①～③） と，

同一個所で企業合同と比較した場合の経営集団

の「要件」 として指摘した 3点（巾～⑨） とを

関連づけて検討することにより，明らかにする

ことができる。

したがって，本章の以下の叙述は， この点の

検討にあてられる。これを通じて，経営集団が

「経済開発の要請に応える」（傍点一一策者）経営

組織たることの意味が， 咋面の「I：業化・近代

化」路線の一部である「三地域経済圏開発／注5)

の核たりうることのほか，特に経済的な観点か

この開放経済下の経済開発においてテコ

入れすべき業種（産業）の「規模の経済件J を

らは，

基準とした選定二ターゲティングと常践に連関

しているとみなしうること（この点に関連して

第II節第3Jtj末尾を参照）， しかし， 今｜同ω改革

がやはり党「路線」によって規定されたシステ

ム転換の一環として実施されているものでもあ

るかぎり，各経済主体を， ただし，従来の企業

合同とは異なり，国常企業だけでなく私企業を

も含む各経済主体を党・政府の「工業化・近代

化」路線へと導くための「規制用具」たりうる

ことも，漸次明らかにされるであろう。

(1) まず，党全国協議会決議の提示した「目

標」のひとつである r－主管制度」の「漸進的廃

止」の意味が，わけでも「中央直轄企業と地方

自治体管轄企業という区別を……廃止するこ

と」， これを通じて従来の企業合同の「経営集

団」化を促進することにある，

検討から。

といいうる点の

9Ut決定の掲げる経営集団の試験的設立の

「目的」④に即していえば，経営集団は，既存

の企業合間の「資本規模の拡大」， ないし企業

合同問あるいは当該企業合同傘下の企業と他の

企業合同の再編成と主管制度の漸進的廃止について

企業合同傘下の企業との間（以下「企業合同問」

と略訟の「合併」によって，試験的に設立さ

.tlる。

この場合， 「資本規模の拡大」ないし「合併」

竺「経営集団」化の具体的な方法としては，従

来どおりの，中央前轄ないし地方自治体管轄の

同一部門・業種に属する企業合同聞の「水平的

統合」がまず考えられる（注6）。

ただし， この点については， 今岡，経営集団

の l要件」②として「多部門聞の経営活動を行

うこと」が認知されたことにより，新たに「多

角的統合」の可能性（理論的には「垂直的統合」

の可能性も）が加わったことが重要であるのな

ぜならば， こυ）多角的統合による企業合同の

「経営集団」化，結果としての「多部門聞の経

営活動」は，従来からの水平的統合によっては

実現されえないのであって， その実現は， これ

までの中央直轄・地方自治体管轄というタテ割

りの管理系統の壇棋を越えた企業合同聞の「統

合」が実施される場合に，初めて吋能となりう

るからである。換言すれば，経営集団を多角的

統合によって設立しようとする場合には， あら

かじめ「中央直轄企業と地方自治体管轄企業と

いう｜孟別を…・ー廃止すること」が必須なのであ

る。

「主管制度」の「漸進的廃止J の意味が，わ

けでも「中央臨轄企業と地}j白治体管轄企業と

いう区別を……廃止すること」， これを通じて

従来の企業合同の「経営集団」化を促進するこ

とにある， といいうる理由の第1は， まさにこ

の点二多角的統合の可能性を創出すること，

あるの

整理すれば， 「中央直轄企業と地方自治体管

轄企業という区別」が「廃止」されれば，企業

17 
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台ドJO)「経常集トH」化は，水、V:的統合によるそ

れが， トー述の中央，ti:轄ないし地方自治体骨轄の

，，，］白II門・業種に同する企業合，，ij聞の l統台」

に加え， l<iJ.ム部門・業桶に属するrt1央直轄の企

業合同と地h合同（第 I節（2）参照）との間0） 「統

fr Iによっても I可能となるだけでなく，さらに，

異部門に属するq，央l直轄の企業合同問の，また

呉市11門に属ずるq1央直轄と地}j合同との聞の多

角的統合によるそれをも加えた，縦横断的なバ

リエーションを展望しうることになる。

(2) 企業合同の「経営集同 l化を促進するべ

く「中央l白轄企業と地店内治体管轄企業という

恒男Jjを……廃止すること l の必要性は，この点

にとどまらないの

改めて経常集団ω「要件 I(1）と「要件I②と

についていえば，ベトナムの論者にあっては，

「多部門聞の経常活動」（「要件 l⑨）は，唱に

企業合lriJ問の「統frJ のみでなしさらに経営

集I吋と他の国’討ないし，特に非同営セクターに

属する企業とのrmo）合弁事業等によっても実現

しうること，この場合，設買される「自らが資

金を調達し融資する金融機関 I （「要件 I(1））は，

単に経常集印象ドの国営企業に対する融資ωみ

でなく， 3らにこれら他ω凶常・非｜五l常セクタ

ーに属する企業への合弁事業等を通じた「問般

的な」投資をも行なう機関として機能しうるこ

と，が展望されている iii.7）りちなみに，経営集

団とこれら企業との関係は，ここでは，前者と

これに原料供給・委託加工等で奉仕する「中小

企業」との関係として把握されている (118）り

こうした経常集f,Jjと中小企業との問の「金融

機関J を)illじた統合形態，いわば「系列融資I

をffう系列関係は，まちがいなく垂直的統合の

一隔ではあるが（iiリヘ第H節第 l項（2）で触れた

18 

ようにドイモイでは私企業も部門別管理・地方

別背f警の対象とされてきたのであるかぎり，こ

の垂l向：的統合の実現も，やはり「中央直轄企業

と地方自治体管轄企業という区別を……廃止す

ること 1 によって初めて11J能となりうる。

r 

りわけ「中央直轄企業と地方白治体管轄企業と

いう！ζ別を．．．．．．廃JI:φすること」，これを通じて

従米の企業合同の「経営集団」化を促進するこ

とにある，といいうる原由の第2は，この点

司王：l在的統合の11]"能性を創出すること，にある。

この点に関連して指摘しておきたいのは，今

後0）推進が期待されている株式化は， 1994年 1

月の党全国協議会の決議では，単に艮l営企業の

所有転換の A 形態として理解されているだけで

なく，同家が「｜司有の財産・資金」を，合弁事

業等を通じて「他のセクターに属する企業の株

式資金に出資する」か「株式を購入する」ため

の子段のひとつとして， JI:国営セクターに属す

るii:JRに対しでもとられる所訂転換の一形態と

して主張されてもいることである ((110）。この主

張は，まさに，上述の経営集同と中小企業との

間の垂直的統合の実現を想定して主張されてい

るものであろう。

(3) 企業合同の「経営集団J 化を促進するべ

く「中央直轄企業と地方自治体管轄企業という

医月Jjを……廃止すること」は，党全国協議会の

提示した「 I：業化・近代化J 路線カ礼、わゆる地

域経済問開発構想とタイアップして遂行される

ことが期待されているものでもあるかぎり，ま

さに，これとの関連で実施が要請されているこ

とでもある。

地域経済闇開発構想は， 1991年6月の第7lnJ 

党大会が「2000年まで、の経済社会安定開発戦略J
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を採択して以来， 今日まで各行政省庁，地方自

治体，研究機関等により研究が進められてきた

ものであり， そこでは，経済開発の拠点となる

具体的な工業地域の選定が急務とされてきた。

刷在，各種の構想が存在するが(ijII)，最も重要

な構想は，北部（ハノイ，ハイフォン， クァンニ

ン街），中古｜：（フエ， ダナン， ニャチャン），尚部

( ,t;ーチミン， ドンナイ， プンタウ）の 3地域にそ

れぞれ経済開発の拠点を建設しようとするもの

である（注12）い

今回の改革が決定される直前の同じ1994年3

）］ には， この「三地域経済圏開発 lに関する閣

議決定も発令されたが， この決定と今回の改革

とが密接に関連していることは，

らも確認することができる（注J:l)。

存在する中央直轄の企業（合同）

ベトナム誌か

これら地域に

と地方自治体

管轄の企業（合同） とを， 「中央l直轄企業と地

方自治体管轄企業という区別を…・・廃止するこ

と」 を通じて， 当該地域において，水平的統合，

多角的統台， j耗直的統合のいずれか， ないしす

べてによって「経営集団」化し，経営集団とそ

れが形成する縦横断的なネットワークとを I三

地域経済関開発」の核とするという，換替すれ

ば，経営集団を，党全凶協議会決議の提示した

いまひとつの「目標」である

に応える」経営組織とする，

こには｛動いているのである。

「経済開発の要請

という意思が， そ

以上，本項(1)(2)(3）で論じたことから，党全国

協議会決議が提示した「主管制度」の「漸進的

廃止」 とし、ぅ 「目標」は（それは91号決定が掲

げた経営集聞の試験的設立の「目的 i③でもある），

こと今回の改革に関するかぎり， その意味が，

わけでも「中央直轄企業と地方自治体管轄企業

という区別を…・・・廃l卜すること I, これを通じ

企業合同の再編成と i管制度の漸進的廃止について

て従来の企業合同の 1経営集団」化を促進する

ごとにある，

う（注14）。

といいうることは，明らかであろ

ちなみに， ある経営集団が水平的統合，垂直

的統合， 多角的統合のすべてによって設立され

る場合には，当該経営集団は， それがすでに水

子的統合による企業合同＝トラストを母体とし

ていることに力日え， 多角的統合を通じた企業関

係， さらには経営集団との合弁事業等による系

ゲI］関係を通じた国営・非国営セクターに属する

中小企業との関係のすべてを備えた経営組織と

なる。 したカtって， 今回の改•￥，における企業合

同の「経営集団」化は， その最も完成された形

態を見るとき，従来の「トラスト」から「コン

ツェルン」への移h二を目指したものである，

いいうるのである惟15）。

と

(4) ところで， 「中央直轄企業と地ん！自治体

管轄企業という区別を……隣止すること」によ

って設立される経営集団が「経済開発の要請に

応える」経常組織であるということの怠昧は，

本項（3）で示した「三地域経済閣開発」の核たり

うる， という点のみにとどまらない。

なぜならば，経営集団は， それを形成する各

種の統合形態， ここでは特に「中央直轄企業と

地方自治体皆轄企業という区別を……嵯止する

こと」によって可能となる多角的統合，垂直的

統合が経済的合理性を目的としてとられる場合

には， これら統合形態を通じて発揮しうる「規

模の経済性」（ここでは「企業規模の経済tt」）を

有しうるという点でも（注16)' 「経済開発の要請

に応える l 経営組織たることが可能となるから

である。

とりわけ垂直的統合の場合には， 「企業規模

の経済’性」が従来ω水平的統合以上に働きうる

19 
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ほか悦rn, 「規模の経済’｜午」白体がさまざまな

形態の下に発揮されうることになる（則的。すな

わち，垂直的統合は，そU）結f.U）在り方によっ

ては，さらに「工場規模の経済性」ニ内部的な

「規模の経済性」が働く場合がありうる(iJ:19）。

また，それが「企業規模の経済性」にとどまる

場台でも，すでに述べたように「経営集団」化

3れる企業合同自体がすでに、出茨部門の一業種

( I卒業）でもある限札産業内における「規模の

経済性」二外部的な「規模の経済性」が働く場

合がありうる W:20）。

91号決定の掲げる「目的」①は，経営集団の

試験的設立の目的として，本項（1）で論じた「資

本規模の拡大ないし合併」を「促進すること」

に加え，「国際競争U),,J能性」を「促進するこ

とl を併記している 0 経営集問は従来の企業合

同の「資金規模の拡大」ないし企業合同聞の

「合併」によって設立され，ぞれが「国際競争

の可能’性」を「促進すること」が期待されてい

るのであるから，「目的」①の合意は，従来の

企業合同の「経営集団」化によって「国際競争

U) 11J能性」を「促進すること」にある，と理解

さtlる。

「国際競争の可能性」とはあいまいな概念で

あるが， 一般に「問際競争力の強さ」という場

合には，それは，経済的には「安い価格」を実

現することを意味している（注21）。したがって，

ここから「目的」①の合意をさらにおしはかる

とすれば，それは，経済的には「規模の経済性」

を発揮することと同義である，といえよう。

以上の点を踏まえれば，経常集団が「経済開

発の要請に応える」経営組織たることの意味は，

次のように再整理されえよう。すなわち，「中

央直轄企業と地方自治体管轄企業という区別を

20 

…・・i発止すること」によって設、止される経営集

団が，単に「三地域経済閣開発」の核たりうる

だけでなく，従来の水平的統合に加え多角的統

合と垂直的統合とを通じて発揮しうる「規模の

経済性」を有しうる，つまり「国際競争力」を

有しうる，開放経済下での今後の工業化＝経済

開発の肢でもありうること，である。換営すれ

ば，今同の改革における経営集団の試験的設立

は，経済的な観点からすれば，従来の改軍の局

面では’だ現されずにきた，工業化て経済開発

（しかも開放経済におけるそれ）においてテコ入

れすべき業種（産業）の「規模の経済t性」を基

準に掘えた選定＝ターゲティングのー漂でもあ

りうる。と評価しうるのである。

(5) 最後に，経営集団が「経済開発の要請に

応える」経営組織であるということの意味を，

ここでは， 91号決定が掲げる経営集団の試験的

設立の「目的」③の「あらゆる所有セクターに

属する企業に対する国家の管理の役割を強化す

ること」，また同「要件」③の「国家が経済・

経済主体を管理する『規制用具』のひとつたる

べきこと j との関連で，検討しておきたし、。

本frt(4）までの叙述から確認しうることは，社

会主義ベトナムの当面の「工業化・近代化」路

線の担い千は，経営集団とそれが形成する縦横

断的なネットワークであることである。そこで

は，経営集団は，それが「三地域経済圏開発」・

開放経済下の工業化二経済開発の核でありうる

かぎり（本墳（3)(4）），必要とされる重要な中小企

業を，国営・非国営を問わず，白らの「金融機

関」を通じて，将来的には，そのネットワーク

にさまざまな度合いで包含してゆくことになる

（本項（2））。

このことは，とりもなおさず，国家：党・政
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府が，「工業化・近代イヒ」路線に照らして重要

と見なす経済主体を， I司営・非国営を問わず，

経営集団を通じて「工業化・近代化」路線の軌

道へと導いてゆくことを意味する。換言すれば，

弔要な経営主体は，国営企業・集団企業・私企

業といった形態はそのままで，ただし，経営集

団のネットワークにおける「株式化」された合

弁会社等として（本項（2）），党・政府の「路線」

の遂行に奉仕しうる，ないし奉仕すべき場所を

勺えられてゆくことになる。

こう理解すれば，経営集団が「経済開発の要

請に応える」経営組織であることのここでの意

味は，明らかである。ぞれは，経営集団が，ま

さに当面の「工業化・近代化」路線の遂行のた

めに「あらゆるセクターに属する企業に対する

国家の管理の役割を強化する」ための（「目的」

⑨），換言すれば，従来の企業合同とは異なり，

国営企業だけでなくドイモイ下で経営が奨励さ

れるに至った私企業をも含めた九経済主体への

「規制」を，従来以上に「簡素化」し「l確実」

にするための「規制用具」たりうること（「要件」

（＠），であるの

嬰するに，経営集団は，ここでは，現荘の，

党「路線」によって規定されたシステム転換ニ

「閤家の管理の下での市場メカニズム」への移

行，より貝体的に記せば「社会主義を志向すべ

く，国家の管理の下での市場メカニズムを基礎

として，各所有セクターが商品経済」へと移行

すること (U221，つまり，共産党政権の存続を与

件とした工業化二経済開発を遂行すべく，閤家

が「規制用貝」たる経営集団を通じて重要な経

済主体に「規制」を実施することを基礎として

（経営集団ニ「国営セクターは国民経済にお．いて主

導的役割を発揮する J）‘すべてω企業が商取引

企業代，，，］の再編成と i管制廃ω漸進的廃11・につL当て

を通じた経済活動へと移行すること，に極力寄

与するごとが期待されている経営組織でもある，

どいいうるのである。

（注 1) 工の点に関連して， T，孔n Ngoc Trang, 

"Gop phan danh gia thuc trang va phuong huong 

tiep tuc hoan thien cua kinh te quoc doanh”［国営

経済の実情の評価とその完全化を継続する方向とに寄与

するためにI,Tap chi Kinh te 叩 dubao. Oct. 1993, 

pp. 5 6, 8を参照。

（注2) 本パラグラフの叙述は，以下を参照。 Tran

Ngoc T,ang，“Tiep tuc sap xep ，＇’ p. 9 ／ノDinh

Due Si叶1，“Veviec xoa bo dan che do chu quan 

trong quan ly kinh te cua nha nuoc”［国家の経済管

理における主管制度の漸進的廃JLについて］， Tap chi 

Kink te va du bao, Mar目 1994,p, 10. 

（注3) Tran Ngoc Trang，“Tiep tuc sap xep 

J’p 9. 

（注4）“Baocao chinh tri cua ban chap hanh 

trung uong Dang tai Hoi nghi dai bieu toan quoc 

．，” p. 18 

（注5) 「三地域経済凶開発J ，.：ついては，以下の（注

11), （注12）に掲げた文献を参照。

（注6) 以下で多用する「水平（l'-J統合」，「多角的統合」，

I垂直的統A-iの概念については，今井賢ーほか『価格

瑚論IJI』岩波書店 1972年 256～281ページのほか，池

Ill勝彦「企業統合」（大阪市立大学経済研究所編「経済

学辞典治：t版』岩波市店 1992年）213～214ページを

参照。また，館龍一郎・小宮隆太郎 r経済政策の理論』

動車書房 1964年の第25,26章も参考になるつ

（注7) 例えば， NguyenTrung，“Xoa bo co che 

‘chu quan”’［主管制度の廃止］, Tap chi Nghien cuu 

kink le, Apr. 1994, p. 14/Tran Ngoc Tran，ι“Tiep 

tuc doi moi quan ly . ，＇’ p. 4/Dinh Son !lung, 

“Ve su hinh thanh ... ，＇’p. 5などを参照。

（注8) Dinh Son Hung，“Ve su hinh thanh 

p. 5 

（注9) この点は，館・小宮 r経済政策の・…」 399

～400ページのほか，興信晴「企業系列」（大阪市立大学

経済研究所編『経済学時典第1版』） 204～205ページ

を参照。

（注10）“日aocao chinh tri cua ban chap hanh 

trung uon日Dangtai Iloi nghi dai bieu toan quoc 

2I 



1996040024.TIF

1996doc  99.7.12 6:49 PM  ページ 294

J’p. 17 

(illl) 似lえば， LuuDue Hung, "Ve quy hoach 

phat tricn cac dia ban kinh le trong diem thoi ky 

19% 2010”L E灼5-2010年ω時期にI重要な経済地1或そ発

展させる企画に＂） l通て］， Tiψζhi Kinh le ua du hao, 

Jan. 199:,. p. 28 

（注12) Ibid U＞ほか， N肝勉「へトナムの新 l：業化

戦略とそω問題点 I (Uアジアトレン F,1994年第4Y.) 

104ベーシを割引ο

m m υmh  Son Hung，“Ve su hinh thanh 

p. 5 

(i上14) 9P｝決定の発令と前後して，第11節第2項（21

で指摘した， ドイモイにおける企業ω 「ソフトな予算制

約」二不足 j 現象ω再生産という従来ωシステムω欠陥

ω原｜尽を，部門刀lj管fl！！・地プj'1JlJ'／奇fl！！というタテ押jI) (l)fi' 

flj！系統U)）＇＂で九 fll（門・業種．九地方ドI治体力、 1Eli、，］ 1

(vuon quoc) ｜｜｜ゾi'J!U）研究でいう｛集拘＇（ir事lじi＂義 j

（ノープ Uソi阜の粁済システム.1 59～86べ←シをきさ！＼（l)

を形成してきたことに求める議論が刀、消Lているが（例

えば， f，（「をささ！！日。 NguyenTrung，“Xoa bo co chc 

‘chu quan’f pp. 4 5/Dam Van Nhue. Dinh Due 

Sinh，“Muc tieu, nhiem vu cua he thong doanh 

nghicp nha nuo仁，．｜政府事業体システムU)II椋と任務｜，

Taρι・hi Con1; san, May 1994, p. 40/Nguyen Van 

Quang, "Ve viec huy dong .，” pp. 7 8），こ.tLらU)

滋訓土，ま主に I中央正晴企業とI也Jil’I治体fr轄企業と

し〉うi主別を・ 0 ・・廃Ji:9°ること」を怠閲したものなのであ

7 。J' 

(1主15) こうしたよ円耐を｜、すに~！；（しては‘胡IW/rU人事長j

rni皮経済•＇j':小付典」 120～121ページω 「コンツェルン J

U)J良，また大阪市立大学経済研究所総『経済’γIii'日耳 7+', 

:l版』 2似～2仰ベーシU) I企業集中 i. 48:lぺ←シ》） IごI

ンツ ιルン j U)Jt’1を参照した心

WI6) この1.¥LJ:, fJjljえは池田「企業料：iTJ 213～214 

ベーシ会参照。なお， l企業規模U>fh斉,rt」と I （）：場規

検ω経iff'r(JU)f三)JI］については．館・小山『経抗政策（／）

・ .D 11()5-407ぺーシ，また今井ほか『倒防tli!，；命lil』126

～ 137ヘージをきWL

mm  館・小山’ I経済政論（／）・・・ ー」，107～409べ一九

(ii-18) 1也Ji，多角的統合は，企業にとコては，通常，

「局針英ω絞J斤性 I（ここでは l企業規模ω経済什.Jlの発

f,f／に川lえ， 0らに「），正I去」と l安定,rt」とがよ，，，jされる

場if（ことられる統介形態であるりす心：わ i-，，多角的統0

22 

は，企業がl斑{i-の産業からより将米性のある新規ω産業

へと進出して産業の代詩二産業構造の転換を凶るときに

よ向されることが多しまた，その新規産業が泊在的な

成長の可能性も大きいがリスクも大きい産業である時に

は，ま；F にそU） リスクの分散を岡るためにも，ιI•リされる

ことになる（今1十ほか『｛柑格即

池[fl I if:）主統合J 214ぺ一ジ） 0 

党全国協議会か設定した「I：業化・近代化 J （路線）

が「産業構造の転換 lの過程でもあることは，昨今のベ

トナムの新聞・雑誌でもつねづね確，泌されているところ

であるの企業f'i'l,i］の「経常集｜、J1J化において，経営集問

ωあるものが多角的統台を凶る場合，この統fj-形態は，

企業（，l,i]fl体がすでに吋波部門の一会業椅（産業）でもあ

るかぎり，当該産業の新規成長産業ω転換のんー策のひと

つともなりうる，といいうる。

こU）均ii，新規のf卒業が L述の Iリスクも大きい1）｛業 J,

{'lljえば技術的先端産業等である場合には，先進凶におい

ても，実際には 1リスクの分散がi,f:能な既存のI~大産業

以外に進出する例がほとんどなし勺（今井ほか r価絡理

誠Ill」264～265ページ） ωが実情である。 -4'諭第11節第

:i i尚で触れた，今岡の改革以前において具体化されてこ

なかった凶営企業全体の所有転換リストの作成に係わる

ふ論の過程では，ただし，「効率が感くとも司凶民経済に

とって必空主であるか，民間資本の参入が難ししり店II門・

業種（｝）企業は凶ffを維持することか，いわば長大公約数

的な（，意のひとつともされてきた（竹内印刷制された

山陽メカニスーム』・・ー I}33べ←ジJ-:Jドをき！照）。ここに

いう l1¥'.m1資本の参入が難しL川部門・業種が、「公共

M J 供給部門に加え， l二ifのような産業を指しでもいる

のであれば，多角的統合は，ここでは，こU）合怠をは体

化する方策のひとつともなりうるの

(itl9) 屯）］ ・交通運輸網等の経済インフラ，また鉄

鋼・イi油化学などω産業は，そω｜古l定資本の大ささから

内部的な「I斯英の経t庁性」か働く場fj-が多いが， I,ti:抗

的統fj-」は，これらに加え，例えば II：均（生産部門）

とその拠，＼hの販子議開（流通部門）との間に見られる， L、

わば「di場関係j を排除しない「緩L川統合形態の卜で

の Iu坊矧検の経済性」をuJ能としうる。この！.＇，（は以 1

を割問。 fiH・小向；『経消政策ω－－一』 406ベーシ／今井

ほか『価絡J'l!i1命lil」256ページ。

(il'20) 産業内における「妹棋の経済tiJ を発締しう

る産業としては，臼重苦J事や家’屯といった郎，v，メーカーの

ネットワークに！Miする産業，半導体のように技術進歩
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由主著い嵯業などが挙げられる（伊藤元重「貿易鴫命2」

（大阪市立大学経済研究所編『経済学辞典第3版』）

1202ページ）。

（注21) 館・小宮「経済政策の…・・」 404ページ。

（注22）“Baocao chinh tri cua ban chap hanh 

trung uong Dang tai lloi nghi dai bieu toan quoc 

J’pp. 17, 19を参照。

V 今回の改革の問題点・課題

この最終節では，前節の叙述を踏まえて，第

II節第3項の末尾で示した観点に照らして今聞

の改革を評価し，その問題点・課題をぶすこと

にしたし、

今回の改革は，その意義・意味が，「主管制

度」の「海i.illi的廃止』の一環として企業合同を

「経営組織」化することのみならず，特に「中

央直轄企業と地方自治体管轄企業という区別を

…廃止すること」を通じて経営集団の設立を

促進するごとにあるかぎり，そして，そのごと

が，経済的な観点からは，開放経済下の経済開

発においてテコ入れすべき業種を「規模の経済

性」を規涯にすえて選定することニターゲティ

ングの一環でもありうるかぎり（前節第2項（4))'

高く評価することができる。

ょの場合，社会主義ベトナムが当面の l：業化

コ経済開発の担い手を（従来どおり）国有企業

二経営集団としたことが適切であるのか百かは，

経営集団とそれが形成するネットワークに外資

系企業が資金面でどの程度関与しうるのかによ

って大きく在右されるが（注］）＇これに関する資

料を入手しえない現在，この点に対する評価は，

別の機会に譲らざるをえない。

したがって，以下では，上述の「規模の経済

性」の発障を実現しうるための要件・課題を考

企業（，lulの再編成と i管制度ω漸進的廃止について

察することから始め，究極的には「主管制度J

－「上級機関と企業との聞の支配従属関係」に

従う「周制」システムのさらなる縮小・廃止が

急務であることを示すことにしたい。

なお，以ドでは，第II節第3項の末尾で確認

したとおり，企業合同ないし経営集団のうち，

経済インフヲに係わるものは除外し，主として

生産分野に係わるそれのみを念頭におくことに

する。

1 . 大規模化と園内市場の防衛

(1) 「規模の経済’性」の発機を実現しうるた

めには，、日然のことながら，さらなる市場経済

化，こ 4では，さらなる開放経済化の推進が必

要である。

試験的に設立される経営集団について，現在，

ベトナムの諸論者が最も懸念しているのは，そ

れが企業ftj,i］をさらに大規模にした組織である

ことからくる「独占」の弊害である。

実際，「独占」の幣害は，今回の改革以前か

すでに従来の企業合同というレベルにおい

て見られたものであることについては，第II節

第2項（2）でも触れたとおりである。したがって，

ベトナムの諸論者が今回の改革との関連で，例

えば「独11，禁止法」の早期制定を主張している

よとは(ii2），それなりに理のあることである。

他面，ベトナムの他の論者も習うごとしこ

れら企業合同＝「独市」的大企業の多くが，当

初から (1960年代以来主に旧ソ連の援助によって）

lベトナムの市場規模ないしニーズをはるかに

上回る大規模プロジェク卜として建設されてき

た結果」，「「規模の経済’性』を享受しえずにき

たもの」（it：りでもあるのならば，問題の解決＝

独占価格の引き下げは，ここでは，むしろ国際

市場へω輸出の増大二「規模の経済性」の発揮

23 
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によって，すなわち91号決定の掲げる経営集団

の試験的設立の「目的」①＝「国際競争の可能

性」を「促進すること」自体の実現によって果

たされなければなるまいυ

この場合，「規模の経済性」を内部的なそれ

として理解するならば，その発揮は，似たよう

な需給構造を持つ（すなわち同様な開発段階にあ

る）国々との聞の，同一産業の「差別化」され

た財を生産し輸出しあう貿易，すなわち「産業

内貿易」によって初めて実現することができ

る（注4）。したがって，企業合同ω「経営集団」

化を目指すベトナムにとっては，ここでは，今

後，従来以上に域内・東アジア経済圏（成長の

許しい同地域では近年，産業内貿易も急速に進展

しつつあることは周知の事実である）における貿

易，特に NIES,ASEAN諸国等との貿易の積

極的な推進が要請されよう。

他方，「規模の経済性」を外部的な（産業内に

おける）それとしてJill_解するならば，その発揮

は，国際貿易論の 2カ同 2Mモデルに従えば，

当該2カ国のうちのどちらかの同が当該産業の

財の生産に特化し，他国は「規模の経済’性」が

働かない産業の財の生産に特化ずることによっ

て，初めて実現することができる（注5）。換言す

れば，ベトナムも他国も当該産業の財を生産す

るのであれば， 「規模の経済性」の発揮は，両

同の国内市場の狭小性のために期待することが

できない。さらに，こω場介，特化のパターン

は，まったくの偶然によって決定されるほかな

し通(1士6）。

こうした理由により，ここでは，「国際的合

意に基づいて」各国の工業化政策を調整し「規

模の経済性」を発陣しうる「同際分業を再構成

する」ことが要請されるm，＞。したがって，べ

24 

トナムにとっては，ここでは，さらなる開放経

済化の推進の一環として，例えば1995年7月に

正式加盟を果たしたばかりの ASEAN内にお

ける国際協調，具体的には ASEAN共同工業

化プロジェクトへの早期の参加等が考慮される

べき課題となろう。

(2) ｛也面，今回の改革については，前節第2

項（5）で論じたように，経営集団が党「路線」に

よって規定されたシステム転換に寄与すること

が期待されているものでもあるかぎり，今後，

なおかつ継続する不必要な「規制」，これと密

接に連関する不必要な「大規模化」を是とする

発想の，さらなる「刷新」（ドイモイ）も急務で

ある。

述べてきた「規模の経済a性」については，周

知のように「最適規模」が存在する。つまり，

水平的統合，垂直的統合，多角的統合のいずれ

においても，産業ごとに異なる規模の最大限度

が存在するのであり，これを超えた場合，むし

ろ非効率性が助長されることになる。したがっ

て，今後，経営集団の設立に際し母体となる企

業合同ないし業種を選別するにあたっては，こ

の点への瑚解が徹底されなければならない。

実際，今回の改革に関するベトナム国内の議

論においては，改革志向的な論者のそれにあっ

ても， 「大規模化すなわち規模の経済性J とい

う従来ωシステム下で支配的であった発想の克

服は，なおかつ不首尾であるように見える。実

際，今回の経営集団の設立との関連で「規模の

経済・性」における「最適規模」の重要性を指摘

した論稿は，われわれの知るかぎり，わずかひ

とつであるに過ぎない悦8）。

こうした発想の継続は，第II節第3項でも論

じたとおり，究極的にはイデオロギー的な要因
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に帰されるものではある。ただし，この点は，

今l司の改革に関するかぎり，企業合同の「経営

集団」化が，はできたような改革促進的に働く

特徴を多々 hするものである一Jiで， ドイモイ

ドのシステム転換によって経常を認知lされた私

企業，それ以上に開放経済化によって流入して

きた外国製品の「攻勢」を前に「現在は優勢で

はあるが，この優勢そ維持しうる時間はあまり

残されていない」（川9）困常企業0) I主海的役割l

ω発揮J 0）継続を凶るものとしても理解されて

いる場ftがあることと無縁ではないように思わ

.nるけれり）。

換パーすれば，経営集団の試験的設占のH的匂）

二rl吋際競争の口J能性」を I促進すること」は，

ここでは，現在は劣勢ではあるが近い将来に国

際競争力を持ちうる業種を育成する，いわばl五l

際市場への積柑的な攻勢策としてではなしむ

しろ「困際競争」に「対処すること J，すなわ

ち，現在は優良ではあるが近い将米にそω地位

から転落する恐れのある業種を保護する，いわ

ば国内市場ないし困営セクターの市場の消極的

な防衛取として用解されている場合のあること

も百めないのである liUlJ。

(3) この場合，危Htされるωは，こうした園

内市場ω防衛策なる観点が拡大解釈されて，建

設・機械に代表される従来の既得権益業稀ない

し現在ω構造不況業種に属する企業（白川）が，

臼らの権益を維持すべく，市川こ「資本金額ω拡

大ないし合併 I （要f1j(l））の名の下に，無差別の

「大規模化」に走ること，そうならずとも，こ

れら業種の企業（削，ij) が、f断されて他0） 「現

在は優勢」な業種の経常集同に統合されること，

その結果，これら業極ω縮小ないしリストラが

なおかつヂ首尾に留まり，国営セクター改革を

企業t.-J,i］の再編成と？管制度の漸進的廃ILについて

~らせてしまうこと，である。

これら業種は， ドイモイにあっても，第II節

第1項（2）で触れたように企業の「ソフトな予算

制約」二国家の「温情主義」を継続させてきた

ことに加え，改4’tの第2段階にあっては，論じ

たように企業合同の改革が先送りにされてきた

結果、特にこれら業種の中央直轄の企業（合同），

地H自治体背轄下の企業（合同）が｜斗 A 地域内

になおかつ乱立し，当該地域におけるいたずら

な競争を煽ってきたとして，批判lされてはき

た＜ii1210 

現在，これら業種にとってこうした批判を阿

避するための最良の方策は，今回の改革におけ

る「主背制度」の「漸進的廃止」の合意二「中

央市轄企業と地方白治体管轄ft:業という区別を

一廃止すること」に従って，その中央l直轄ま

た地方自治体管轄の企業（合同）どうしが「合

併」するか，他の業種の経営集団との「統合」

を｜ぎ｜ることである。今回の改革において H叫’日

企業への転換，統廃合，解体の明確な対象とさ

れた企業合同は行政的中間項的性格の強いそれ

のみであったこと，また今回の改市がベトナム

経済の~面ω課題である「工業化・近代化」路

線ω遂行とも密接に関連しており，したがって，

篠かに「毛工業」化自体が今後再び課題のひと

つに設定される nJ能性も少なくはないことから

（事実， 1994年7f] 0）共産党第71111中央委員会総会

〔第7期）では，「機械部門」は，近い将来に開始

される外資とω合弁事業との関連であるとはLhえ，

改めて育成すべき業種のひとつとして強調され

た(ijJ:l)），これら業種の「経営集同」化は，十分

に予想されることなのである。

Zラ
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2. 「主管制度」， 部門店IJ・業撞別・企業別

『規制」のさらなる縮小・羅止の必要性

(1) したがって，｝重要なことは， l：述の危慎

を現実のものとしないためにも，改革が，「中

央直轄企業と地方向治体管轄企業という医別を

……廃l卜すること」にとどまることなし企業

合同については行政的中間項的性格の強いそれ

の整理にとどまることなし今後，「主管制度」

二「上級機関と企業との聞の支配従属関係」に

従う「規制J システム白体の縮小・廃止をもさ

らに継続してゆくこと，である。

「主管制度」の「漸進的廃止」については，

現在，ベトナム園内でもさまざまな議論があるc

しかし，実現の可能性ということになると，例

えば上級機関の主管機能を「廃止すること」に

ついては，既存の行政省庁を統廃合することの

ほか， 「政府事業体」の資産の管理機能を財政

省に集中させる，といった以上の合意に至って

いないのが実情である（注14）。とりわけ前者につ

いては，設立される経営集団が政府＝：閣僚会議

に直属するものであり（第W節第I項（2）），現状

のままではこれが新たな「行政省庁」化する恐

れがないとはいえないことから，全く効果がな

い，といっては苦いすぎであるにしても，抜本

的な打開策としては疑問が残る。

改革的な論者の多くは，部門別省庁の機能を

「本来の機能」に限定することでは意見が一致

している。多くの場合，この「本来の機能」と

はマクロレベルの「規制」に特化することであ

ると理解されている（注15）。しかし，見てきたよ

うに，今日までの改革過程では，「朱，i十」概念

としての「マクロ」レベルの「規制JJに特化す

べきはずの経済管理機関（国家価格委員会，財

政省， IJilfr_銀行等）にあってさえ，マクロ「規

26 

制」の名の下に，実際には，部門別・業種別・

企業別「規制」を継続してきた（その結果，部

門別省庁のレベルでは「規制」はミクロレベルに

おける直接的「規制」へと回帰してきた）のが実

情である。と 0）点が是正されずに部門別省庁の

機能をマクロレベルの「規制」に特化したとし

ても，やはり，根本的な解決策としては疑問が

残る（注16）。

したがって，ベトナムの論者の議論をも一部

援用しつつ，「主管制度」の「漸進的廃止」の

具体的方向を示すとすれば，以下のようになろ

う。すなわち，（1）主管制度廃止への法的基礎を

作成することは当然のこととして（注17），さらに，

(2）企業＝国営企業については，生産部門におけ

る企業合同のうち，これを維持する業種をさら

に選別するとと，とれを前提として他の国営企

業会般の所有転換をさらに推進すること，（3）他

方，上級機関＝主管官庁については，経済管理

機能をもたない行政省庁の主管機能を停止する

こと（注目），これを前提として，改めていえば，

経済管理機関（特に財政省・同心；銀行）は「規

制」を「集計」概念としての「マクロ」レベル

の「規制」に真に特化すること，そしてミクロ

レベルの「規制」については，究極的には「市

場の失敗」に係わる分野へと極力限定する ζ と，

具体的には，価格・金利・税率等の規制用具を

通じることによって形態を転じて継続してきた

部門別・業種別・企業別「規制l」を，その標準

化を基礎として縮小ないし真に必要とされる部

門のみに限定すること，である。

(2) 部門別・業種別・企業別「規制」の是正

は，今回の改革の日程にはl二らなかったにせよ，

今回の改革が特に「中央直轄（：部門別管想）

企業と地方自治体管轄（＝地方別管理）企業と
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いう区別を……廃止すること」を「目標」のひ

とつにE没定した以上，つまり同「規制lJがもは

や改革の今後の方向とは適合しないものである

以上，急務である。実際，部門・業種・企業ご

とに異なる度合いで適用される価格・金利・税

率等の瞥害は，すでにベトナムでも，その各経

済主体への適用が「複雑に過ぎる」（淀川というニ

ュアンスではあるが，指摘され始めている。

部門別・業種別・企業別「規制 lのさらなる

継続は，本節第 p頁（2)(3）で論じた問題とも関連

して，またそれ以上の範囲で今回の改革の意義

を台無しにしかねなl)0 

今同の改革以前には，同「規制」は，すでに

国営・非It！営を問わず，すべての企業に対して

等しく適用されてきた。ただし，今回の改革ま

では，それぞれの企業は曲がりなりにも独立し

た経済主体であった。しかし，第W節第2項（5)

で確認したように，今回の改革の結果，党・政

府の「工業化・近代化」路線の遂行にとって重

要とされる経済主体は，｜司営・非同常を問わず，

今後は「規制用具」である経営集団ω形成する

ネットワークに合弁事業等を通じて包含されて

ゆくことが期待されているのであるから，そこ

では，部門別・業種別・企業別「規制J は，現

在の性格を維持するかきり，経営集団を通じて，

そのネットワーク下の重嬰な経済主体に対し，

さらに異なる度合いで実施されてゆくであろう，

ないしは行政的恋d患がイ~，，r避に生じうるミクロ

「規制」の色彩を強めてゆくであろう可能性を

排除しきれないのである。その結果，経営集団

とそれが形成するネットワークは，形式的には

経済的な，つまり金融（機関）を通じたそれで

はあるが，実際には（税制が現在そうであるよう

に）惟20），行政的な，つまり経営集団で「上級機

企業合同の再編成と主管制度の漸進的廃止について

関」と私企業をも含む「企業」との聞の「支配

従属関係」を通じたネットワークへと転じてし

まう恐れがある。

第III節（1）で指摘したように，企業合同二経営

集団のあるものが集権的経済計算制を採用する

ことを許可されたことも，こうした懸念をあお

るものである。そもそも従来の分権的経済計算

制においてさえ，傘下の企業の自主権は著しく

制限されてきた。集権的経済計算制が，それを

とるのが不適切な部門・業種の企業合同・経営

集団でとられるのであれば，そこでは，今回の

改革のいまひとつの意義でもあろう，従来の企

業合同における「企業内フルセット型」構造か

ら今回の改革を経た経営集団における，市場を

通じた「企業間フルセット型」構造への移行（凶I)

は，まさに部門別・業種別.it業別「規制lJの

継続のために，幻想に終わることになる。

要するに，同「規制」が是正されないかぎり，

今回の改革＝特に企業合同の「経営集団」化は，

そこにおける「主管制度」＝「上級機関と企業と

の問の支配従属関係」に従う「規制」システム

を，私企業をも含めて拡大・強化しうるのであ

る。結果は，かなり広範囲にわたる（企業合同

．経営集団は今回の改革を通じて全国営企業総数

の40～ 50~＇二をカヴァーするとされている（注22）），私

企業をも含めた企業の「ソフトな予算制約J= 
l吋家の「温情主義」のさらなる継続である。そ

れが，今回の改革の「目標」である「中央直轄

企業と地方自治体管轄企業という区別を……廃

止すること」，さらには「経済開発の要請に応

えること」にとって，決して有利には働かない

であろうことについては，これ以上言及する必

要はあるま l)o

われわれは，今回の改革の意義を決して否定
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するものではない。しかし，今回の改革では日

程に上らなかった「規制」二部門別・業種別・

企業別「規制」の是正は，だからこそ，その緊

急性をいっそう増している，といえよう。 91号

決定の掲げる経営集団の試験的設立の「目的」

③＝「あらゆるセクターに属する企業に対する

国家の管理の役割を強化すること」は，決して

以上のような形で実現されではならないのであ

る（注23）。

（注 1) 「経営集団」が，新規設備投資の際に必要と

される資金を（赤字削減がなおかつ急務である）国家財

政のみに依存するのか，それとも直接投資に期待しうる

のか，という問題。この問題は，海外からの直接投資を

通じた技師静転を享受しうるのか的過という点とも密接

に連関する重要な問題である。

ちなみに， 1995年3月に国会を通過した「政府事業

体」法（Luatdoanh nghiep nha nuoc.テキストは，

Nhan Dan, May 31, Jun. l, 1995）は，「総公司」（「経

営集団」）が外資を含む他のセクターとの「合弁」を実

施しうるか否かについては明示しては＂ないものの（同

法第6章45条），「政府事業体」一般が外資を含む他のセ

クターとの「合弁」を実施すること， l総公司」に参加

すること，をいずれも奨励していることから（同第2章

7条人経営集団が傘下の外資との「合弁」を行なう政

府事業体二国営企業を通じて外資との関連を持つことは

可能であるように思われる。

他方，経営集団＝国営企業が当面の工業化＝経済開発

の担い手であるかぎり，これを率いる企業長の経営者能

力ないし企業家精神の発揮が重要となるが（これに関連

して， Nguyen Trung，“Xoa bo co che ’chu quan’，” 

pp. 14-15を参照），実業家である前に同家公務員である

企業長がこれらを首尾よく発揮しうるのか否かという問

題は，また別途に考察すべき問題である。

（注2) 例えば， DinhSon Hung，“Ve su hinh 

thanh . ，” p. 5などを参照。

（注3) Pham Hung，“日anve doi moi ke hoach 

hoa von dau tu”［投資資金の計画化の刷新を論ず］，

Tゆ chiKe hoach hoa ［五十両iftJ, Sept. 1990, p. 21 

（竹内「「規制された市場メカニズム』ー…・」 76ページ）。

（注4) 例えば，クルグマン，オブズフェルド『国際
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経済理論と政策I 国際貿易』石井菜穂子ほか訳新

世社 1990年 168～176ページ／伊藤元重・大山道広

r国際貿易」岩波書店 19邸年特に14ト 147ページを

参照。

(it 5) クルグマン，オブズフェルド『国際経済…一」

160～167ページ／伊藤・大山『同際貿易』 122～130,272 

～279ページ。なお，以下の説明は，伊藤・大山「国際

貿坊』によった。

（注6) 例えば，完全競争の下では，他の国の方が当

該産業の財を多く生産することができ，ベトナムは「規

模の経済性」カ可動かない産業の財を多く生産することが

できるものとしよう。しかし，ニこでは，ベトナムが他の

悶よりも早く当該産業の財の生産をはじめ，他の国がベ

トナムより先に「規模の経済性」か働かない産業の財の

生産に持Fしていたとすれば，ただ，それだけの理由で，

べトナムが当該産業の財の生産に，他の凶が「規模の経

済件J 州動かない産業の財の生産に特化するとし寸非効

率なパターンが形成され，温存されるかも知れない（伊

藤・大山 r国際貿易」 278ページ）。

（注7) 向上書 278ページ。

（注8) Bui Thi Minh Hang, Le Thanh Long, 

and Nguyen Thuy Quynh Loan，“Nghi ve tap doan 

kinh te tu mot so chi tieu hieu qua kinh te”［経済

効率指標から見た経済集団の考察J, Tap chi Phat tri，抑

止inhle, July 1994, p. 12.なお，同論文は繊維産業が規

僚の拡大に伴い「規模の不経済J をいちはやく迎える部

門であるふとを証明しているが， 1995年に入って繊維業

種が「経営集団」化する業種のひとつに指定された（『日

本経済新聞』 l鈎5年5月25日朝刊）ことは，「経営集団」

の試験的設立の意図が必ずしも経済的な理由（ここでは

「規模の経済性」）のみでは説明しえないこと金示して

し、る，と＼，）えよう。

(lj: 9) Nguyen Trung，“Xoa bo co che‘chu 

quan＇，” p. 13. 

（注10) Ibidのほか， DinhSon Hung，“Ve su hinh 

thanh . ，＇’ p. 5を参照。

（注11) 実際，「経営集団」の設立登記を済ませた各

業種（第(II節（3）を参照）はおしなべてドイモイ下の「優

良」業績であること，しかも「優良J である糧自が，第

II節2項（2）で述べた優遇措置の継続の結果である場合も

多いことが，この点を示唆してもいる。

(i主12) 竹内「r規制された市場メカニズム』……」
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（注目） この点は，村野「ベトナムの新工業化戦略

・・J 101ページを参照。

（注14) 例えば， NguyenTrung，“Xoa bo co che 

‘chu quan＇，” p. 8/Dinh Due Sinh，“Ve viec xoa bo 

dan.目．，” p.10など。

（注15) Nguyen Trung，“Xoa bo co che‘chu 

quan’，＂ p. 16/Dinh Due Sinh，“Ve viec xoa bo 

dan.“J p. 10/Dam Van Nhue, Dinh Due Sinh, 

“Muc tieu, nhiem vu .，” p. 40/Tran Ngoc 

Trang，“Tiep tuc doi moi quan ly ...，” p. 4など。

（注16) 3医者，，，］様，この点を危限するベトナムの論文

として，特に NguyenTrung，“Xoa bo co che‘chu 

quan＇，” pp. 8-9.を挙げることができる。

（法17) この意見は， Ibid., p. JO/Dinh Due Sinh, 

“Ve viec xoa bo dan .. ，” p. 10に見られる。

((}18) この意見は， DinhDue Sinh，“Ve viec xoa 

bo dan ... ，＇’p. 10に見られる。

（注19) Quach Due Phap.“Doi moi he thong 

thue ..，” p. 5. 

企業合同の内編成とl：管制度の漸進的廃ILについて

（法20) 第II節の（注9）を参照。

（注21) これに関連して，第W節の（注14）を参照。

（注22) Dinh Due Sinh，“Ve viec xoa bo dan 

. ，＇’ p. 10. 

（注23) 本論は，そのほとんどが1995年4月までに執

筆されたものである。

なお，本論の叙近、を補うものとして，発表が先になっ

たが本論の後に執筆された，竹内郁雄「社会主義ベトナ

ムのシステム転換一一「上級機関と企業との聞の支配従

属関係」問題を中心に一一」（竹内部雄・村野勉編 rベト

ナムの市場経済化と経済開発』アジア経済研究所 I悌6

年）を参照されたい。

（アジア経済研究所地域研究部副主任調査研究員）

〔付配〕 本諭は， 1993年度個人研究「ベトナム

の国営セクターと経済改革」の成果の一部である。
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